
 

つくばイノベーションアリーナ 
ナノテクノロジー拠点 

（TIA-nano） 
第１期中期計画 

（2010 年度～2014 年度） 
～ 先端ものづくり国家としてのわが国の繁栄と 

世界的な課題解決への貢献 ～ 

 

 

 

 

 

 
2011 年 2 月 18 日



 2



 3

目 次 
はじめに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5 

TIA-nano の理念と目的 ～ Vision ・・・・・・・・・・・・・・・・7 

1-1 背景 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7 
１）日本を巡る現状 ～ 日本経済・産業の行き詰まり・・・・・・・・・7 
２）海外の状況 ～ イノベーションを生み出す新たな研究開発体制 ・・7 
３）日本の政府と産業界の対応 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・9 

1-2 TIA-nanoの理念と目的 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・9 

第 2 章 TIA-nano の目標 ～ Mission ・・・・・・・・・・・・・12 

2-1 オープンイノベーションハブ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・12 
～ オープンイノベーションハブ構築に必要な 4 つの視点 

１）オープンイノベーション  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 
２）アンダーワンルーフ（共創場、協創場）  ・・・・・・・・・・・13 
３）技術融合  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 
４）成果の社会への還元（出口戦略）  ・・・・・・・・・・・・・・13 

2-2 日本の強みを生かす 3 つの仕組み  ・・・・・・・・・・・・・・・14 
１）ものづくりの強み  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 
２）つくばの強み  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 
３）公的研究機関プラットフォームの強み  ・・・・・・・・・・・・20 

2-3 TIA-nano モデルの提案 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21 
～ TIA-nano モデルを実現する「オープンイノベーションハブに 

必要な４つの視点」と、日本の強みを生かす「３つの仕組み」 

第 3 章 戦略 ～ Strategy ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23 

3-1 全体戦略  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23 
１）世界的な価値の創造（競争力強化）  ・・・・・・・・・・・・・23 
２）Under One Roof（共創場、協創場）  ・・・・・・・・・・・・・23 
３）自立・好循環（サステイナブル戦略）  ・・・・・・・・・・・・23 
４）Win-Win 連携網（国内外連携戦略） ・・・・・・・・・・・・・24 
５）次世代人材育成戦略  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・24 

  ＜主要なアクションプラン＞  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・25 
  ＜詳細なアクションプラン＞  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・28 



 4

3-2 研究コア戦略 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31 
１）ナノエレクトロニクス  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32 
２）パワーエレクトロニクス  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・33 
３）N-MEMS ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・34 
４）ナノグリーン  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35 
５）カーボンナノチューブ  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・36 
６）ナノ材料安全評価  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・37 

3-3 知財戦略  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・38 
3-4 大学院連携戦略  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・40 
3-5 標準化戦略  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・43 

第 4 章 経営 ～ Management ・・・・・・・・・・・・・・・・・44 

4-1  TIA-nano 運営体制 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・44 
4-2  評価  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・45 
１）評価の目的  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・45 
２）評価の対象  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・45 
３）評価の体制  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・45 
４）評価の内容  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・46 
５）評価を受けてのアクション  ・・・・・・・・・・・・・・・・・47 

TIA-nano 構成メンバーリスト ・・・・・・・・・・・・・・・・・48 

つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点運営最高会議  ・・48 
つくばナノテク拠点運営会議  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・48 
事務局  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・49 
 

おわりに ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・50 

参考資料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・51 



 5

はじめに 
 
 わが国は未曾有の厳しい経済環境に直面している。GDP においても IMD の

国際競争力ランキングにおいても低迷の傾向は著しく、経済、産業の行き詰ま

りは早急な対策が必要な状況となっている。 
この行き詰まりを解消し、今後の持続的な経済、産業の発展を確実にするた

めには、これまで繁栄を支えてきた基幹産業 ～ エレクトロニクス産業、自動

車産業など ～ の牽引力に期待するだけではなく、革新的技術に根ざして世界

を先導する新産業を興していくことに果敢に挑戦することが不可欠である。 
 そのような状況のもと、グローバルなイノベーション拠点の方向性を把握し

つつ、日本の強みを最大限に生かした国際競争力のあるナノテクノロジー拠点

を形成し、先端ものづくり国家としてのわが国の繁栄と世界的課題解決に貢献

するつくばイノベーションアリーナ（TIA-nano）は、日本の新成長戦略におい

ても最重要な位置づけを持つ。 
 本中期計画においては、2010 年度～2014 年度を第１期と定め、TIA-nano の

理念、目標、戦略、経営を明確に示し、TIA-nano に集う関係者がその着実な遂

行を約束するものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2011 年 2 月 18 日 
つくばイノベーションアリーナ 
ナノテクノロジー拠点運営最高会議 

議長 岸 輝雄 
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第１章 TIA-nano の理念と目的 ～ Vision 
 
第 1 章では研究開発拠点構築に向けた取組みの背景を述べ、TIA-nano の基本

理念を記す。 
 

1-1 背景 

１） 日本を巡る現状 ～ 日本経済・産業の行き詰まり 

2000年代以降、日本の経済、産業の行き詰まりは深刻な状況を呈している。

2010年度は、1968年以来42年間米国に次いで2位の座を保ってきたGDPの世界

ランキングが中国に抜かれ、3位になることが確定的となった。一人あたりGDP
で見ても、3位（2000年）から17位(2009年)、世界GDPに占める日本のシェア

は、14.3%（1990年）から8.7%（2009年）と急速に低下している。スイスのIMD
の国際競争力ランキングでも、1位（1990年）から27位（2010年）へ陥落し、

危機的な状況と言える。 
産業構造ビジョン（経済産業省、2010年6月）では、この状況を「世界の主要

プレイヤーと市場の変化に遅れた日本産業の行き詰まりを直視し、国と企業の

壁、省庁の壁、国と地方の壁を越え、グローバル大競争時代に打ち勝つ戦略の

構築と実施が必須である」という分析を行い、単なる対症療法ではなく、政府

と企業が持ちうるすべての叡智を結集する必要があると結論付けている。 

２）海外の状況 ～ イノベーションを生み出す新たな研究開発体制 

2000年代以降、日本の経済、産業が行詰まりを迎えた同時期に、世界の研究

開発手法は大きな転換期を迎えていた。 
転換の一つは自前主義の終焉であり、リニアモデルの終焉であった。技術が高

度化、複雑化すればする程、ひとつの機関だけでは研究開発成果が出せなくな

る。そして多様化するニーズへの対応や、技術開発のネットワーク性の増大か

ら、技術シーズを起点として研究開発成果を受け渡してゆくリニアモデルは成

り立たず、バリューチェーンのあらゆる領域からイノベーションが始まる時代

が到来した。そして従来の研究開発モデル～自前主義、リニアモデル～は陳腐

化する結果となった。 
近年、学問領域の融合や技術分野の融合無しには、研究開発課題の解決が困難

になってきている。また研究開発投資効率の観点から単独で研究開発投資を行

うリスクが認識され、リスク回避とリスク分散の視点で、研究開発レベル(基礎
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～応用)の役割分担や連携の概念が普及した。研究開発のスタイルはこの10年余

りの状況を見ても大きく変化することとなった。 
ひるがえって、日本の研究開発体制を見てみると、自前主義かつリニアモデル

が引き続き前提となっていることが多い。また研究と教育が分断され、学生が

最先端の技術に触れる機会に乏しいことも課題である。 
今後のイノベーションモデルでは、既存分野の研究開発だけではなく、他の学

問領域や技術領域との融合や、研究と教育の一体化、また大学、公的研究機関、

産業界といった他組織との連携や共創が重要になろう。人材においても組織に

おいても新たな体制が求められている。 
欧米に開設された研究開発拠点には、累積投資規模が1000億円を超える大規

模なものが出てきた。米国ニューヨーク州のアルバニーナノテク、仏グルノー

ブルのMINATEC、ベルギーIMEC等は、イノベーションモデルも体制も新時代

に対応した色彩が強い。 
日本のナノテクノロジー・材料分野は国際競争力があり、技術力の高い分野で

あったが、従来のイノベーションモデル、研究開発体制から脱却できず競争優

位性を失いつつある。今後オープンイノベーションに対応した研究開発体制へ

の転換が求められている。 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

○クローズドイノベーション
（自前主義）

○リニアモデル

○オープンイノベーション
○共創場モデル
○技術融合モデル
○研究と教育の一体化

従来型研究開発体制
今後の研究開発体制

（オープンイノベーションを推進する
ハブ機能の強化をした拠点形成）

イノベーションモデルの変化と研究開発体制の将来像

＝

急速に競争力を失う

＝

高い競争力を獲得

＜従来型イノベーションモデル＞ ＜今後のイノベーションモデル＞
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３）日本の政府と産業界の対応 

そのような世界の動向の中、わが国としても国家レベルでナノテクノロジー

戦略を強化し、強みを磨きあげることにより、成長の推進力とすることが、大

学、国研、産業界などの関係者から求められてきた。特に産業界からは、国内

におけるナノテクノロジー拠点形成を要望する声が強く上がっており、(社)日本

経済団体連合会（以下、経団連と記す）が提言「日本版ニューディールの推進

を求める」において取り上げていると共に、産業競争力懇談会（COCN：Council 
on Competitiveness-Nippon）では提言「環境調和型ユビキタス社会を実現」の

中でナノエレ研究拠点の形成を言及している。 
政府、関連府省においても、ナノテクノロジー拠点形成が精力的に検討され、

具体化に向けた予算措置が取られるようになった。特に 2008 年以降、経済産業

省や文部科学省により、補正予算や施設整備補助金等によって拠点形成に必要

な大規模な予算措置が行われることとなった。 
 

1-2  TIA-nano の理念と目的 
以上の背景を基に、2009 年 6 月に世界水準の先端ナノテクノロジー研究設備、

人材が集積するつくばにおいて（独）産業技術総合研究所（以下、産総研と記

す）、（独）物質・材料研究機構（以下、物材機構と記す）、及び筑波大学が中核

となり、産業界が加わって、これまで個々に培ってきた技術や知識を融合し、

活用する世界的なナノテクノロジー研究拠点（つくばイノベーションアリー

ナ：以下 TIA-nano と記す）を連携して運営することが決定された（共同宣言：

つくばナノテクノロジー拠点形成の推進について）。 
この拠点構築の目的は、新たなイノベーションの潮流（オープンイノベーシ

ョン等）に応える研究開発体制を構築することによって日本の産業競争力を強

化し、 
① 先端ものづくり国家としてのわが国の繁栄 
② 世界の課題解決への貢献 

を実現することにある。 
ナノテクノロジーや関連する材料技術は、わが国が伝統的に強い分野であり、

過去半世紀の間に、数々の先駆的な研究開発成果をあげ、世界をリードする事

業もいくつか生まれてきた。また、素材、装置といった国際的にシェアの高い

産業群や、自動車、エレクトロニクスといった市場規模の大きい産業群で競争

力を有していることも、わが国の強みである。 
TIA-nano では、これらの日本の強みを最大限に生かしたナノテクノロジー拠
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点を形成し、先端ものづくり国家としてのわが国の繁栄と世界的な課題解決に

貢献するとともに、企業のビジネスとの一体的な展開を図って行くため、以下

の 5 つの理念を掲げる。 
理念 1 は「世界的な価値の創造」である。これは、産学官が強みを有する科

学技術を結集して、共通基盤インフラでその実用実証を行うことにより、世界

的な新事業を迅速に創出する研究開発に取り組むことである。 
理念 2 は「Under One Roof の実現」である。これは産学官それぞれの研究者

や研究体が組織の壁を越えて、結集し融合する「共創場（”Under One Roof”）」
を提供することにより、組立やデバイス、装置、材料といった業種間、産学官

のセクター間、技術や学術の領域間等の、既存の壁を越えた融合が生まれる場

を構築する。 
理念 3 は「自立・好循環の実現」である。これは、内外の研究者や研究体に

国際的に優位性を持つ共通基盤インフラを提供することで、研究開発や事業化

を促進し、研究者や研究体に対して対価に見合う知識創造を提供する。 
理念 4 は「Win-Win 連携網の構築」である。つくばを中核にして、全国規模

で産学官が連携するネットワークを広げる。Win-Win 関係となるチーム作りを

進め、個別最適に陥るのではなく、中立的、俯瞰的な立場から常に全体最適を

目指す。国際的には、アジアにおける本格的なナノテクノロジー研究拠点とし

て、海外の研究拠点や研究機関と Win-Win 関係を生み出す連携を強化する。 
理念 5 は「次世代人材育成」である。筑波大学を中核に、国内外の大学との

協力と産学官の連携により、「TIA 連携大学院」構築し、世界的拠点に不可欠な

大学院教育と産業人材育成の機能を確立する。 
 
図に、TIA-nano を核とした社会、経済における自立循環のイメージを示す。 
新成長戦略では、強い経済を実現するために、安定した内需と外需を創造し、

産業競争力の強化と合わせて、富が広く循環する経済構造を築く必要がある、

と述べられている。 
TIA-nano において、新成長戦略を実現する諸施策を実施し、ナノテクノロジ

ーのイノベーションがもたらす高い国際競争力を確保し、新たな産業を創出す

る。そして雇用の拡大、GDP の増大を通して社会、経済の発展を促す。さらに

生み出された歳入の増大や企業収益の増大が、研究開発への再投資を呼び、さ

らなるイノベーションの創出、新産業の創出を促す。この好循環を繰り返し、

持続的な社会、経済の発展をもたらす、という構図である。 
この好循環を実現するには、TIA-nano が技術的な競争優位による求心力を持

つだけではなく、産業界から見て魅力を感じる諸制度の実現が鍵となる。

TIA-nano においては、そのような制度の実現を含め、新成長戦略を着実に遂行
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することを目指す。 
 
 
 
 

日本の強みを最大限に生かしたナノテクノロジー拠点を形成し、先端 

ものづくり国家としてのわが国の繁栄と世界的な課題解決に貢献 

TIA-nano の社会・経済的位置づけ 

TIA
筑波大学、物材機構、産総研

雇用

企業活動

公的資金・民間資金
資金原資

研究成果・人材

イノベーション

産業創出

資金原資

GDP/税収増 企業利益増

サステイナブルな経済循環
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第 2 章 TIA-nano の目標 ～ Mission 
 
第 2 章では、第 1 章 で述べた TIA-nano の理念を実現する研究拠点を構築す

るために、具体的に何を目標とすべきかを示す。 
第 1 章でイノベーションの新たな潮流に対応した研究開発体制への転換が求

められていることを述べたが、本章ではその研究開発体制の姿としてオープン

イノベーションハブを提言する。さらにこのオープンイノベーションハブの概

念に日本の３つの強み（ものづくりの強み、つくばの強み、公的研究機関プラ

ットフォームの強み）を最大限に生かす仕組みを組み込んだ、「TIA-nano モデ

ル」を提案する。 

2-1 オープンイノベーションハブ 

～ オープンイノベーションハブ構築に必要な 4 つの視点 

オープンイノベーションハブとは、オープンイノベーションを実現するため

に研究者や研究体が集まる、ハブ機能を有する研究開発教育拠点である。オー

プンイノベーションハブとは以下で述べる具体的要件を有している研究開発体

制であり、その要件を 4 つの視点としてまとめる。 

１） オープンイノベーション 

 1980 年代頃に全盛であった、研究所の基礎研究から応用研究そして事業部に

よる事業化へと、成果を順次受け渡していくリニアモデルや、一企業内で閉じ

て行うイノベーションは近年、困難となっている。それは、ひとつの技術シー

ズや単一の学問領域内の研究開発では、複雑化高度化する社会ニーズを満たす

イノベーションの実現が困難になり、多様な知識や技術を集積する必要性が高

まっていることに起因している。 
 そこで、研究開発に係る資源を自組織のみに求めずに、多彩な学問領域、技

術領域（水平方向）や、異なった階層（垂直方向）に求める、技術の集積化が

要求されるようになった。そのような変化に対応するため、市場ニーズから多

くのフィードバックループを経て複線的にイノベーションが進行すると共に、

システムインテグレーションを行って価値創造を図る研究開発モデルが、オー

プンイノベーションの概念である。 
 また、オープンイノベーションには研究のネットワーク化の概念も含まれる。

他のイノベーションハブとの連携、異分野のイノベーションハブとの連携等、

ネットワークによる集中拠点と分散拠点との連携活動による融合効果を生み出
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すことで、より効率的なオープンイノベーションが可能となる。 

２） アンダーワンルーフ （共創場、協創場） 

 イノベーションモデルのもう一つの大きな変化は、技術移転モデルから研究

センターモデル（共創場モデル）への転換である。 
 米国では従来、大学における研究開発成果や国立研究所における研究開発成

果を、TLO（Technology Licensing Organization）を介して企業に移転するの

が一般的であった。しかし、実際に独立採算で経営を維持できる TLO は僅かし

かなく、技術移転による研究開発成果の普及は、経営面からは破綻していた。

そこで米国の大学や DOE 研究所群は、自組織内に研究センターを設置し、産学

官に対してオープンに「場」を提供する共創場モデルに軸足を移した。 
 これは、大学や公的研究機関の役割を、単なる技術シーズの供給の場ではな

く、中立な立場での共創場、プラットフォームの提供者、基礎から応用までの

幅広く複線的なシステムインテグレーションの場に拡張したものである。 

３） 技術融合 

 もう一つの大きな変化は技術融合の急速な進展である。イノベーションは新

たな科学的発見や新分野の発見だけでなく、既存の技術領域の融合によっても

産まれる。例えば、急速な進展を見せる MEMS 分野も、機械技術と電子技術分

野の融合により生まれている。 
 前出の、要素技術を集積するシステムインテグレーションの概念とともに、

異なる分野間の技術融合は、これからのイノベーション創出においては欠かせ

ない要件のひとつである。 

４） 成果の社会への還元（出口戦略） 

 第 3 期の科学技術基本計画には、基本理念の一つとして「研究開発の成果を

イノベーションにより社会・国民に還元⇒ 社会的、経済的価値の創出」と書か

れている。社会や経済という出口から科学技術を見る流れ、社会や経済との密

接な連携のもと科学技術投資を行ってゆく流れも、科学技術政策の上では世界

的な流れである。成果の社会への還元と、それらによる経済価値の創出や更な

る科学技術への投資促進などの好循環を起こす仕組が求められている。 
 
以上 4 つの視点がグローバルな研究開発拠点の要件でもあるが、この要件に

日本の強みをどのように生かしてゆくかを、次の第 2 節に示す。
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2-2 日本の強みを生かす 3 つの仕組み 

１）ものづくりの強み 

＜ものづくりの強みを形成する２つの要素＞ 
① 垂直連携  

日本の現在の産業構造において、高い国際競争力を維持しているのは自動

車産業と電機産業である。この二業種のみで 2001 年度から 2007 年度の企業

経常利益増総額 25.2 兆円のうち 5.3 兆円を占める（21%）。 
  日本の自動車産業は技術経営の観点からは、摺り合わせ型と言われ、素材

メーカー、材料・部材メーカー、加工メーカー、組立メーカーが自動車開発に

直接的に入り込み、また新たな新技術提案を行っている。 
日本の産業では、自動車産業を代表に、これらの素材、材料・部材メーカ

ーから加工や組立て、販売にいたるまで、伝統的に摺り合わせ型で垂直連携の

構造に強みを持っている。 
  電機産業では、PC 等のコモディティ化されたディジタル製品で、モジュー

ル化が進み、水平分業に特化した世界のメーカーに対して、従来型のデバイス

からセットまでの垂直連携型モデルでは苦戦してきた。製品の出口を自社製品

のみに限らず、自動車産業、バイオ・メディカル産業、環境・エネルギー産業

等、これから高成長が期待される産業に展開し、デバイスからセットまで対応

可能な、摺り合わせ型で垂直連携型の総合力を活用すれば、高い競争力を獲得

することが期待できる。 
   

     
部品・素材産業の高い競争力を背景とした垂直連携による強み   

source:「日本企業の国際競争ポジションの定量的調査事業」(キメラ総研), 

「電子情報産業の世界生産見通し」（JEITA）等から東レ作成 
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②装置・部材ドリブン 
装置メーカー、部材メーカーは、垂直連携の一角を成すことの強さは勿論

のことであるが、近年では、装置や材料面からセットメーカーへの新技術提

案、新製品提案がイノベーションに繋がる場合も多い。日本には、材料メー

カー、装置メーカー、加工メーカーといった、ものづくりを形成する全ての

階層を有する産業分野も多く、その裾野の広さが多彩なイノベーションを支

えている。 
  特にナノテクノロジー分野では、材料からのテクノロジープッシュの側面

と、ニーズからのマーケットプルの側面の両面が、試作評価を通してイノベ

ーション実現に重要な役割を果たす。 
  この装置や部材主導の研究開発ができるのも日本の強みである。 
 

 
 

＜ものづくりの強みを補強する 2 つの要素＞ 

a. 性能、安全性に係る評価・計測技術 
  研究開発成果の優位性を保つためには、開発された素材やデバイスの優れ

た性能や価値を、客観的に評価する方法の確立や、評価基準を設定することが
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効果的である。上記の観点からの評価手法の開発や、標準化活動に積極的に取

り組むことが、ものづくりの強みを効果的に補強するものである。 
  特にナノテクノロジーは、ナノ物質を扱う技術領域であり、素材がどんな

に優れていても、その安全性が確保されなければ社会に受容されない。従って

性能評価手法の確立や基準設定のみならず、安全性に関する客観的なデータに

基づく適切な評価手法の確立や基準設定を、研究開発活動と一体に取り組むこ

とが重要となる。 
 
b. 知的資産蓄積 
  日本の研究開発の特徴に、暗黙知を含めた無形知識資産を核とした優位性

がある。従来、各研究機関や各企業に蓄積されてきた暗黙知、そしてこれから

TIA-nano で新たに創出された暗黙知を、可視化し蓄積する仕組みを構築する

ことも重要である。 
  また、特許、プロセスレシピ等の無形ではあるが明示的な知的資産につい

ても、各研究コアや各技術研究組合で最適化された知財システムを維持しつつ、

TIA-nano 全体でさらに相乗効果をもたらす知財システム、例えば、権利は各

機関・各企業に帰属しつつも窓口が一元化され、成果普及をより促進するよう

な知財システムの構築が求められる。 
  そのような、魅力ある無形知識資産を蓄積し、それを有効に活用できる知

財システムに求心力を持たせる戦略を実施することが、日本のものづくりの強

みをさらに強化する。 

２）つくばの強み 

 筑波研究学園都市は、1970 年の「研究学園都市建設法」施行以来約 40 年に

わたり公的研究機関が集積してきた。特にナノ材料、半導体材料・デバイス研

究では、物材機構、産総研に中核研究部門が集積し、長年にわたって高い成果

を出し続けてきた。同時に、高度計測技術、ロボット技術、ライフサイエンス、

環境技術等、ナノテクノロジーの出口となる応用技術研究に関連した幅広い研

究も行われ、多くの成果を挙げている。 
このように、つくばの公的研究機関に蓄積された知的資産の価値は、非常に

高いものである。 
 つくばの強みとして更に挙げられるのは、研究支援体制の充実である。研究

交流センター（筑波研究学園都市の産学官連携推進）、筑波研究学園都市交流協

議会（研究交流や国際交流の推進、情報発信等）、つくば研究支援センター（創

業支援、産学官交流の推進）等、充実した研究支援体制が揃っている。 
 TIA-nano では、産総研、物材機構、筑波大学の有する優秀な研究人材の集積、
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蓄積された研究成果、および保有する最先端研究設備を勘案して、まず 6 つの

コア研究領域に産学官の資金と人材を集約して拠点研究運営を推進する。また、

その運営を支えるインフラとして、3 つのコアインフラの構築を行い、イノベー

ションの上流である教育と人材育成から、下流に位置する試作評価まで一貫し

た機能の提供を目指している。 
 

＜６つのコア研究領域＞ 

①ナノエレクトロニクス 
 つくばでは、過去 10 年間にわたり CMOS の微細化に関する技術開発が、（独）

NEDO の半導体 MIRAI プロジェクトと民間企業の共同出資による（株）半導

体先端テクノロジーズ（Selete）で行われてきた。TIA-nano では、この二つの

プロジェクトで蓄積された CMOS 基盤技術と、筑波大学、物材機構、産総研で

研究開発されてきた、半導体材料技術、計測評価技術、製造技術等の集積は、

つくばの大きな強みである。TIA-nano ではこの技術基盤上に、民間の技術を持

ち込み、融合させて集積化実証を行う。 
 内閣府の最先端研究開発支援プログラムの中心研究者による各プログラム、

「フォトエレクトロニクス融合（東京大学 荒川泰彦教授）」、「省エネルギー・

スピントロニクス論理集積回路（東北大学 大野英男教授）」、「グリーン・ナノ

エレクトロニクス（（株）富士通研究所 横山直樹フェロー）」にも場を提供し、

経済産業省委託の「低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト」を

実施する技術研究組合である Low-power Electronics Association & Project
（LEAP）も加えて、100 名以上の研究者が集結する大規模な共創場を形成する。

この枠組みから、More than Moore や Beyond CMOS にあたるようなナノエレ

クトロニクス領域での新コンセプトが生まれてくることを期待している。 
② パワーエレクトロニクス 
 「新成長戦略」にもグリーンイノベーションが大きな柱として掲げられ、環

境負荷の低減やエネルギー効率の向上が強く求められている。この分野に貢献

するのがパワーエレエレクトロニクス研究領域である。 
TIA-nano では、早期の実用化が期待される SiC パワー半導体の開発にまず取

り組んでいる。産総研の長年の研究を基盤として、技術研究組合次世代パワー

エレクトロニクス研究開発機構（FUPET）や民間企業がつくばに集結した。「SiC
アライアンス」を結成し、国内の大学や公的研究機関を中心とした基礎基盤研

究と産業界による実用化研究および開発試作をシームレスに繋ぐオープンイノ

ベーション体制を構築を行っている。 
③ N-MEMS 
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  MEMS デバイスとは、半導体製造技術を母体として、可動機能を組み込ん

だデバイスである。MEMS デバイスは様々なセンサ技術と組み合わせたり、高

度な処理機能を持つ CMOS 集積回路と組み合わせて、さらに大きな発展が期待

されている。TIA-nano では N-MEMS に注目する。N-MEMS とは、ナノレベ

ルの微細加工技術を駆使して、ネットワーク化された微小な機械、センサ、パ

ワー源などを製作する技術である。N-MEMS は応用主導で機能実証が大切であ

る。プロトタイプ試作実証を行う MEMS ラインが整備されている。 
TIA-nano で実施される研究プロジェクトとしては、最先端研究開発プログラ

ム「マイクロシステム融合研究開発」プロジェクト（東北大学 江刺正喜教授と

共同）、NEDO プロジェクトの「高機能センサネットシステムと低環境負荷プロ

セスの開発」プロジェクト（技術研究組合 BEANS 研究所と共同）がある。 
④ ナノグリーン 
 ナノグリーン領域とは、特に物材機構が長年にわたり蓄積してきた環境技術

や材料技術を核として、低炭素社会に貢献する研究を行う領域である。物材機

構、産総研、筑波大学と産業界とが連携してナノテクノロジーを活用し、高効

率かつ低コストで資源制約の少ない革新的太陽光発電材料、高性能なエネルギ

ー変換・貯蔵材料（例えば、燃料電池、熱電変換材料、二次電池、超伝導材料）、

光触媒を利用した低環境負荷型の環境再生材料など、革新的環境技術の創出に

関する研究開発を行う。 
⑤ カーボンナノチューブ（CNT） 

TIA-nano では、単層 CNT の高品質化と部材化を図ることを目標とし、世界

最高水準にある産総研の単層 CNT 合成・分離・成型加工技術と、民間企業のプ

ラント開発技術力や応用製品開発技術を有機的に組織し、製品開発の基盤とな

る融合基盤技術としようとするものである。それを実現するため、2009 年度の

補正予算事業で単層 CNT 量産実証プラントが建設され、経済産業省委託事業の

「低炭素社会を実現する超軽量・高強度融合材料プロジェクト」（2010～2014
年度）が TIA-nano で実施される。 
⑥ ナノ材料の安全評価 
 ナノ材料はそのナノレベルのサイズ、あるいは形状の多様性（球状、針状等）

から、細胞レベルでの生体影響などの点で安全性が懸念されている。ナノテク

ノロジーの研究成果を普及するためには、この懸念を払拭することが重要であ

り、新たな材料や製造方法を検討する際に十分な検討を行っておくことが要求

される。ナノ材料の安全評価に関しては、2006～2007 年度科学技術振興調整費

「ナノテクノロジーの社会受容促進に関する調査研究」、2007～2009 年度内閣

府の連携施策群「ナノテクノロジーの研究開発推進と社会受容」などにより、

産総研と物材機構が、ナノテクノロジー研究の初期段階からの安全評価および
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社会受容までの検討を行ってきており、世界に先駆けてナノ材料のリスク評価

手法の確立および標準化への取組みを行っている。 
 

TIA-nano を中心とした研究コアの強み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜３つのコアインフラ＞ 

 産総研、物材機構は、高度分析機器や大規模クリーンルーム等の最先端研究

インフラを有する。一部は共用設備として広く産学官に利用開放されている。 
また筑波大学は、研究学園都市における中核的な高等教育機関として、優れ

た教育資源を有する。特にナノテクノロジーに関する優秀な教授陣により、産

業界から期待される次世代人材育成を行っている。これらのコアインフラもつ

くばの強みである。 
 

① ナノデバイス実証・評価ファンドリー 
産総研の 4500m2 のスーパークリーンルームを中心とした CMOS プロトタ

イプ試作・実証・評価ライン、2010 年度に新たに設置したパワーエレクトロニ

クス研究拠点を中心とした SiC パワーデバイス試作・実証・評価ライン、

N-MEMS 研究施設を中心とした 300mm ウェハでのプロトタイプ試作・実証・

評価ラインが整備されている。この場で実証することより実用化に向けての研

TIA-nanoTIATIA--nanonano

パワーエレクトロニクスパワーエレクトロニクス

N-MEMSN-MEMS
ナノグリーンナノグリーン

カーボンナノチューブカーボンナノチューブ
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電力PC

電気自動車

ナノエレクトロニクスナノエレクトロニクス

ナノ材料安全評価ナノ材料安全評価

TIA-nanoTIATIA--nanonano

パワーエレクトロニクスパワーエレクトロニクス

N-MEMSN-MEMS
ナノグリーンナノグリーン

カーボンナノチューブカーボンナノチューブ

超低消費
電力PC

電気自動車

ナノエレクトロニクスナノエレクトロニクス

ナノ材料安全評価ナノ材料安全評価
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究開発を促進する。 
・ CMOS プロトタイプ試作・実証・評価（線幅 45～65nm, φ200～300mm） 
・ SiC パワーデバイス試作・実証・評価 
・ N-MEMS プロトタイプ試作・実証・評価（φ200～300mm） 

② ナノテク共用施設 
ナノテク共用施設は、異分野融合の促進、新規研究分野への参入障壁の低減、

研究開発支援や技術移転による課題解決支援を行う。 
産総研は、先端機器共用イノベーションプラットフォーム（IBEC: ICT, 

Biotechnology, Energy & Environment Technology, Converging Technology 
Innovation Platform）を運用し、６チームが外部利用可能な最先端共用施設サ

ービスを提供している。物材機構は、３つの最先端共用施設が TIA 活動に参加

している。文部科学省のナノテクノロジーネットワークプログラムの中で、産

総研 IBEC はナノプロセシングパートナーシッププラットフォーム (NPPP)事
業を、物材機構は NIMS ナノテクノロジー拠点事業を展開し、ナノテク共用施

設の連携を進めている。さらに、文部科学省の先端研究施設共用促進事業の一

環として、産総研 IBEC の電子顕微鏡チームが外部利用者への最先端サービス

を提供している。 
開かれた場であるからこそ可能となる人材の育成を通じて新たなネットワー

クを形成することも、ナノテク共用施設の目的である。 
③ ナノテク大学院連携 
 筑波大学が中核となり、他大学と連携して、ナノテク大学院機能を構築し、

TIA-nano の最先端の研究施設、研究人材、知的資産を生かした実践的な研究と

教育の一体運営モデルの確立、産業化に強くつながる教育、研究モデルの確立

を目指す。 

３）公的研究機関プラットフォームの強み 

 日本の研究開発の伝統的な特徴は、公的研究機関の役割が大きいことである。

産学官連携は、英語では Industry-Academia-Government Collaboration、また

は、Industry-Academia-Government Cooperation である。この、”Government”
は政府を意味することが多い。すなわち、Government の役割は研究への直接

的な関与ではなく、政策的な関与や制度面での関与を指すのである。一方、日

本における産学官連携の「官」は政府ではなく、公的研究機関の研究における

直接的な関与を意味することが多い。 
 日本では産業技術の発展、国家プロジェクト等の集中拠点の役割を公的研究

機関が戦後の高度成長期の時代から担ってきており、産学官連携における公的

研究機関プラットフォームが日本の強みの一つとして挙げられる。 
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2-3 TIA-nano モデルの提案  
～ TIA-nano モデルを実現する「オープンイノベーションハブに必
要な４つの視点」と、日本の強みを生かす「３つの仕組み」 

 TIA-nano では世界的に起きているイノベーションモデルの大きな変化の潮

流を取り込み、「オープンイノベーション」、「アンダーワンルーフ」、「技術融合」、

「成果の社会への還元」といった４つの視点を取り込んだ「オープンイノベー

ションハブ」を実現することとした。 
そして、提案する TIA-nano モデルとは、日本の強みのひとつである、公的研

究機関のプラットフォーム上に、日本の強みを生かす「ものづくりの強み」、「つ

くばの強み」の２つの仕組みを加えて、４つの視点を取り込んだオープンイノ

ベーションハブを構築するモデルである。 
新成長戦略では、強い経済を実現するためには、安定した内需と外需を創造

し、産業競争力の強化とあわせて、富が広く循環する経済構造を築く必要があ

る、と述べているが、TIA-nano モデルは、まさにそれを実現するモデルとして

提案するものである。 
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日本の強みを最大限に活かしたナノテクノロジー拠点を形成し、 

先端ものづくり国家としてのわが国の繁栄と世界的な課題解決に貢献 

つくばの強みを生かす仕組みものづくりの強みを生かす仕組み 

オープンイノベーションハブを実現する４つの視点 

TIA-nano モデル 

＋

オープンイノベーションオープンイノベーション

技術融合技術融合

アンダーワンルーフ（共創場）アンダーワンルーフ（共創場）

成果の社会への還元成果の社会への還元

～内部と外部の境界の柔軟な設定

～コアインフラの整備と無形知的資産の蓄積

～多様な研究・人材の集積

～サステイナブルな資金循環

6
つ
の
コ
ア

研
究
領
域

３
つ
の
コ
ア

イ
ン
フ
ラ

ナノエレクトロニクスナノエレクトロニクス

パワーエレクトロニクスパワーエレクトロニクス

ナノデバイス実証・評価ファウンドリーナノデバイス実証・評価ファウンドリー

ナノテク共用施設ナノテク共用施設

ナノテク大学院連携ナノテク大学院連携

N-MEMSN-MEMS

ナノグリーンナノグリーン

カーボンナノチューブカーボンナノチューブ

ナノ材料安全ナノ材料安全

6
つ
の
コ
ア

研
究
領
域

３
つ
の
コ
ア

イ
ン
フ
ラ

ナノエレクトロニクスナノエレクトロニクス

パワーエレクトロニクスパワーエレクトロニクス

ナノデバイス実証・評価ファウンドリーナノデバイス実証・評価ファウンドリー

ナノテク共用施設ナノテク共用施設

ナノテク大学院連携ナノテク大学院連携

N-MEMSN-MEMS

ナノグリーンナノグリーン

カーボンナノチューブカーボンナノチューブ

ナノ材料安全ナノ材料安全

垂直連携垂直連携

装置・部材装置・部材

性
能
・安
全
性
評
価

性
能
・安
全
性
評
価

グローバル強者連合

高度部材産業の
強みを生かす

強みを補強する性能・安全性評価
知的資産蓄積

知
的
資
産
蓄
積

知
的
資
産
蓄
積

公的研究・教育機関プラットフォームの強みを生かした 

グローバル産学官連携拠点 
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第 3 章 戦略 ～ Strategy 

 
 第 2 章に掲げた「オープンイノベーションハブ機能を備えた TIA-nano モデ

ルの構築」を実現するため、その具体的手法を戦略として示す。 
 本中期計画では、TIA-nano 全体に係る「全体戦略」と個別の技術分野に係わ

る「研究コア戦略」に分け、検討を行った。 

3-1 全体戦略 
 TIA-nano の全体戦略は、第 1 章 TIA-nano の理念、で掲げられた 5 つの理念

を 5 つの戦略目標に展開し、それぞれに対するアクションプランを提示した。

なお、このアクションプランは、その実施効果の評価や状況の変化を踏まえて、

随時柔軟に見直しを行うものとする。 

１）世界的な価値の創造（競争力強化） 

第１の理念は「産学官が強みを有する科学技術とその共通基盤インフラを拠

り所にして、世界的な新事業をスピーディに創出する研究開発に取り組む」と

して、産学官が最先端の研究と教育を一体として推進し、研究から教育、産業

化まで広範囲に包括する場の構築を謳う。この「世界的な価値の創造」は、２）

以下の戦略を総合的に実施することで実現される。 

２）Under One Roof（共創場、協創場） 

TIA-nano の理念の根幹を成す Under One Roof の概念は、産学官それぞれの

研究者、研究体が、組織の壁を越えて結集、融合する共創場の考えから来てい

る。本章では、これを「共創場戦略」として検討を行った。 
場の構築については、ハードウェアとしてのインフラの整備にとどまらず、

制度、組織等のソフトやシステム面からのアプローチを重視し、特に、研究以

外の TIA-nano を推進、支援する体制、すなわち共創場をマネジメントする体制

も含む統合的な観点から検討を行った。 

３）自立・好循環（サステイナブル戦略） 

 第 3 の理念である「自立・好循環」の考えは、TIA-nano が単に公的資金を投

入して研究開発を実施する場になるだけではなく、研究の成果である知的財産

や技術、ノウハウ、試作品等のみならず TIA-nano で育成された人材を産業界に

提供し、産業発展に資することによって、TIA-nano での研究開発への再投資を

導き、研究成果の増幅を図ることによって産業を発展させ、さらに研究投資の
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拡大を呼んで自立的な好循環を達成するという考えである。 

４）Win-Win 連携網（国内外連携戦略） 

4 つ目の理念は Win-Win 連携網、つまり「国内外にネットワークを広げ、連

携力を強化して価値を創造する」ことである。TIA-nano では、世界にトップレ

ベルのナノテクノロジーに関する研究資源を求め、それらをつくばに集結する

オープンイノベーションハブを目指す。とは言え、すべてをつくばでまかなう

のは非効率であり、内外の研究資源を臨機応変に組み合わせ、最適な研究開発

体制を構築することが求められる。 
国内では、つくばをハブとして地域の拠点と相互補完的に連携するハブ＆ス

ポークネットワークを構築する。国際的には、海外の最先端研究機関やグロー

バル企業と、国内外の強みを相互に生かす戦略的な Win-Win 連携を構築する。

このようなグローバル＆ローカル Win-Win 連携が TIA-nano の戦略である。 

５）次世代人材育成 

 産学官の連携により、「世界的拠点に不可欠な大学院教育・産業人材育成の機

能を確立し、次世代の人材を育ててゆくこと」を目指している。 
 中でも、筑波大学を中心に、国内外の大学が参加する TIA 連携大学院の構築、

TIA-nano の高度研究基盤を活用した体験型実践研究の導入による中長期的な

視点からの人材育成プログラムの開発と実践が大きな特徴となる。 
 また、産業界での研究現場等での実務を担う中核人材の育成を社会人教育と

して実践する取り組みも合わせて行う。 
 これらの取り組みによって、研究活動と教育活動を一体として実践するナノ

テクノロジーの世界拠点にふさわしいプログラムとインフラを整える。 
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＜主要なアクションプラン＞ 

アンダーワンルーフ（共創場、協創場戦略） 

研究開発体制に応じた柔軟な研究支援体制構築 １ 

 研究コアや個別のプロジェクトの研究開発体制に応じて、従来の枠組みにとらわれず

柔軟に研究支援体制を構築する。 

最先端の研究インフラストラクチャーの整備 ２ 

 産学官の研究人材を集結し、世界の最先端を拓く研究開発を実施するには、魅力ある

最先端研究環境が必要である。その実現のため、産学官の最先端の技術や装置を集約し

た最先端研究インフラ、異分野融合と研究人材の交流そして成果の社会への還元を促進

するインフラストラクチャーを整備する。 

無形知識資産蓄積制度（ナレッジマネジメント）の確立 ３ 

暗黙知等の無形資産蓄積に関する制度を確立する。他に暗黙知等の形式知化等、ナレ

ッジマネジメントにおける手法も併せて検討する。 

オープンイノベーションを実現するユーザーファシリティの整備 ４ 

 産学官の研究、技術開発に携わる広い分野のユーザーに開かれた研究開発プラットフ

ォームを整備する。そこでは、最先端共用施設や装置群、およびノウハウ等を含む知的

財産の開かれた利用を可能とする。技術相談や最先端設備等の活用を通じて、TIA-nano
の研究者と新分野開拓を進める外部研究者との、中立性を保った共創場を形成する。 
また、この場を、知財と人材が TIA コア研究領域へアクセスする窓口としても機能

させる。さらに、大学院教育における実践的研究体験を行う場や、産業界の現場を担う

中核人材の育成活動の場としても活用し、社会への成果還元活動にも資する。 
 
 

自立好循環（サステイナブル戦略） 

サステイナブルな資金循環の確立 １ 

 単に公的資金を投入して研究開発を行うのではなく、民間からの投資を呼び込む制度

設計、研究開発成果の持続的な産業化による研究投資への再循環、地域経済への貢献に

よる再循環等、サステイナブルな資金循環を確立する。 

２ 知的資産の活用、知財スキームの確立 
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従来から蓄積された公的研究機関の知財（パテント、ノウハウ）や、新たに獲得され

る TIA メンバーの知財を有効に活用できる知財モデルを確立する。 
特に各研究コアや各技術研究組合での最適な知財システムを維持しつつ、全体でさら

に相乗効果をもたらす知財システムの構築、権利は各機関、各企業に帰属しつつも窓口

が一元化され、成果普及をより促進する知財スキームを確立する。 

研究から産業化へのシームレスな支援体制の確立 ３ 

研究から産業化へシームレスに展開するためには、研究から製品化へのつなぎとなる

プロトタイプの作製や設計、評価と支援が重要となる。そのようなプロトタイプの作製

のための研究ファウンドリー(ナノエレクトロニクス、パワーエレクトロニクス、

MEMS)、試作用部材提供量産施設（CNT）等、研究支援体制を確立する。 
 
 

Win-Win 連携（国内外連携戦略） 

分野間技術融合の確立 １ 

 つくばにナノテクノロジーを核として最先端の複数の研究コアが構築されるが、各々

の分野の研究のさらなる推進だけではなく、研究コア間の研究資源の融合、知的資産の

融合を図り、新たな価値の創出と新産業分野の創設を目指す。 

集中と分散のネットワーク体制の確立 ２ 

 オープンイノベーション、技術融合を進展させるには、集中研究拠点で研究を推進す

ることが望ましいが、一方で、拠点外の研究成果、知的資産を融合することもイノベー

ション推進には重要な要素。文部科学省のナノネットをはじめとした日本各地の研究拠

点との連携、地域クラスターとの連携、そして海外のトップクラスの研究機関との戦略

的なネットワークを構築する。この、集中と分散の研究ネットワ－クの実現と推進を行

い、産業化への流路ともなり得る新たな研究ネットワーク体制として確立する。 
 
 

次世代人材育成 

世界トップクラス人材の確保と流動性 １ 

拠点の魅力を最大限に高めるためには、内部人材だけではなく、世界トップクラスの

人材を確保することも重要である。 
 海外研究者の研究環境、居住環境、家族への支援体制も含めて整備を行い、世界トッ

プクラスの研究人材を確保する。また、その人材が内外に流動することを促進する。 
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教育と研究の一体化 ２ 

大学のアカデミックな最先端の知識、産業界の社会ニーズに基づいた研究開発の方向

性、独法研究機関の最先端のインフラ、研究人材、知的資産を活かした実践的な研究と

教育の一体運営の確立、産業化にシームレスにつながる教育、研究の一体化を進める。

特に、ナノテク共用施設に代表される公開されたユーザーファシリティに海外から優

秀な若手人材を受け入れ、国内外研究者の相互触発を促進するとともに、それらの人材

を社会還元の担い手として責任ある研究業務に就かせることにより、産業界への持続的

な人材輩出を可能とする教育システムを確立する。 
 
 

（参考） 

【ナノテク共用施設のイメージ】 
外部に開かれた入口(オープン)から、ドアの中の競争的研究開発領域

(セミクローズド)に入る境界に設けられたプラットフォーム。オープン

／セミクローズド領域間の調整(競争と協創【共創】のコーディネート)
機能の一部を担う。 
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＜アクションプランの詳細項目＞ 

アンダーワンルーフ（共創場、協創場戦略） 
1 運営最高会議オフィスの設置  産総研つくば西事業所 SCR 棟内（予定） 
2 TIA-nano 推進本部の創設、または産総研、物材機構および筑波大学各機関における推

進組織の創設、推進組織間の人材交流、相互の職員兼務によりコミュニケーションの

円滑化を図る 
3 IMEC、MINATEC、Albany 等諸外国のナノテクノロジー研究拠点のマネジメントお

よび研究者等の組織間人材交流の実施 
4 コア研究領域を超えた連携推進活動（TIA-nano と外との接点）の促進 
5 コア研究領域毎の組織化（アライアンス）による研究の促進 

(SiC 設立済み、N-MENMS 等への横展開) 
6 組織を超えた融合研究プログラムに対する優先的なファンディング制度の提案 
7 世界的産学官研究促進拠点の整備（AIST 新棟、NIMS 新棟等の整備） 
8 つくば周辺民間研究インフラの積極的な活用 
9 最先端の研究インフラの整備と維持、更新に関する仕組みづくり 

 主要インフラの維持、運営に関する共同事業体スキームの検討、民活型の施設整備

（PFI）、設備、装置の寄附等 
10 TIA-nano 共通利用スペースの確保 

つくば駅周辺、秋葉原駅周辺、霞が関周辺等 
11 三組織による共同バス運行のよる拠点内移動の利便性向上 
12 民活型研究ファウンドリーサービス事業の検討 
13 研究成果を活用したベンチャー起業支援制度の充実 
14 研究開発支援型企業とのマッチングによる効率的な研究開発の促進 
15 新たな拠点プロジェクトの企画立案機能の強化 

・最新技術動向をフォローし、新たなプロジェクトを提案する研究企画コーディネー

ターの配置（各研究コア領域および融合領域） 
・産総研、物材機構・筑波大学三機関の研究資源を統合的に調整するコーディネータ

ーの配置 
16 新しい研究コアの検討 
17 産総研と物材機構、筑波大学等の組織を超えた研究ユニットの創設（相互の出向等に

より実施） 
18 研究人材交流を促進する人材交流制度の拡充 
19 産総研、物材機構、筑波大学、産業界の資金を拠出した共同の組織横断型融合研究活

動および技術移転活動の企画立案及び実施 
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自立好循環（サステイナブル戦略） 
1 コアインフラの自立的経営モデルの構築 
2 外部に対する優秀な研究人材の見える化（研究人材データベース、論文情報等） 
3 研究開発成果の技術移転機能の強化 

・TIA-nano 活用プロジェクト参画企業群及びそれら成果の活用を求める企業群等を組

織化し、成果活用型事業（研究、事業化等）の加速 
4 知的資産の蓄積と共有化を促進する制度の創設 

（競争領域でのクローズと非競争領域でのオープンな戦略を組み合わせたTIA知財モ

デルの創設、新知財スキーム提案） 
・オープン＆フレキシブル 
・インテグレーション＆パッケージング 
・サステイナブル＆インセンティブ 
な知財戦略 

5 知財に関する扱いの、組織を超えた最低限の運用ルール設定等 
（外部から見た拠点としての一貫性） 

6 研究成果のサンプル素材の提供を通じた新たなアプリケーション研究と事業化を促進

するモデル事業の実施（例：CNT、SiC 等） 
7 特区制度等の検討 
8 民活型研究ファウンドリーサービス事業の検討 
9 研究成果を活用したベンチャー起業支援制度の充実 

10 研究開発支援型企業とのマッチングによる効率的な研究開発の促進 
 
 
 
Win-Win 連携（国内外連携戦略） 
1 諸外国への TIA-nano プロモーションミッションの派遣 

（TIA-nano day  in ○○等海外でのプロモーション活動の実施） 
2 海外ナノテクノロジー拠点との包括的連携協定の締結 
3 海外ナノテクノロジー拠点との国際共同研究および研究人材交流等の実施 
4 国際共同研究、外国企業との共同研究を行う際のガイドラインの策定 

（国際共同研究、外国企業との共同研究促進のためのガイドライン） 
5 輸出管理規定の遵守に基づくグローバル展開 
6 国際連携に関する戦略的重点領域の設定 
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（共通:安全、標準、個別：研究コア領域毎の領域設定はケースバイケースでそれぞれ

設定） 
7 TIA-nano ホームページの充実による機動的な情報発信 
8 つくば地域への集中資源と地域等での分散資源のネットワーク化による相乗効果を生

み出す仕組みづくりの提案 
9 国際ナノテクノロジー会議、ナノテクノロジー展等の枠組みを利用した国際的ネット

ワークの構築（情報発信と情報収集） 
 
 
 
次世代人材育成 
 1 次世代人材育成プログラムの開発（筑波大学オナーズプログラム） 
 2 TIA 連携大学院の構築（リーディング大学院の提案等） 
 3 国内外の優秀な人材を集める仕組みづくり 

（教育人材の交流、留学生受け入れ、国内での就職活動の支援） 
 4 高度研究インフラを活用した実践教育（OJT）プログラムの創設（ナノネット等の活

用） 
 5 コアインフラを支える研究支援人材育成、キャリアパスの構築 
 6 外国人研究者の子女向けのインターナショナルスクールの設置の検討 
 7 国内外からつくばへ来る研究者、学生の住環境等生活支援制度の充実の提案 

（海外研究者の住居の整備、宿舎の相互利用等） 
 8 標準化技術人材育成プログラムの開発 
 9 産業界による教育プログラムへの一層の関与の検討 

（インターンシップ生の受入、主要研究コア毎の寄附講座の創設等） 
10 アジア人材、オープンファシリティ人材の教育システム 
11 次世代人材育成に必要な実践型研修、教育の充実 

（計測分析装置群を活用した研修、教育の充実による拠点教育プログラム、産業界に

対する実践型中核人材育成プログラム等の貢献） 
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3-2 研究コア戦略 
前節で TIA-nano モデルの全体戦略を示した。ここでは、TIA-nano の活動が

行われる 6 つの研究コア領域の、それぞれの詳細な戦略を述べる。各研究コア

領域は、それぞれの技術的特性や背後にある産業構造が異なり、必ずしも全体

戦略すべてが当てはまるものでは無い。各研究コアの実情に即したサブ戦略の

構築が必要不可欠である。 
 
研究コア戦略策定にあたっては、以下の項目について検討した。 
 
・ 研究コアの目標と将来実現する社会像 
・ 研究開発戦略、技術ロードマップ 
・ 人材育成戦略 
・ グローバル戦略 

 
 研究コア戦略について、以下にその概要を示す。
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ナノエレクトロニクス 

１．目標と将来実現する社会像 

（１）ナノエレクトロニクスが目指す社会 

 ・IT・エレクトロニクス機器の大幅な低消費電力化により低炭素社会を実現する。 

 ・ナノエレクトロニクスと他技術の融合により、環境・食料・医療などの社会的課題

を解決する新産業を創出する。 

（２）中期目標 

  グローバルなナノエレ R&D 拠点を構築し、オープンイノベーションのための共創場

を提供する。新材料を用いたナノエレ分野で実用化に向けた研究を加速し、低炭素社

会実現に貢献する新製品、新産業創出のイノベーションを起こす。 

２．研究開発拠点の基本戦略（提言） 

（１）研究計画 

 a) 現行プロジェクトの推進、拡充（下記①～④のプロジェクトを実施中（10 年現在））

研究目標を達成し、成果、技術の蓄積を新プロジェクト獲得と拠点強化につなげる。 

  ①グリーン・ナノエレクトロニクスのコア技術開発（09～13 年度、内閣府） 

  ②低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト（10～14 年度、経済産業省） 

  ③省エネルギー・スピントロニクス論理集積回路の研究開発（09～13 年度、内閣府） 

  ④フォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開発（同上） 

 b) 新プロジェクトの獲得 

  プロジェクト数を着実に増やす。鍵はコアコンピタンス等、拠点の魅力。エマージ

ングな革新材料、プロセス、デバイス研究分野の新プロジェクトを提案する。 

 c) 連携を軸とした発展 

  材料分野を中心に研究連携を強化拡大し拠点強化につなげる。産総研、物材機構、

筑波大学の研究面での更なる参画と、他大学および産業界との連携が必要。 

（２）インフラストラクチャー 

 a) 基本特性検証ラインの整備： 素子レベル、モジュールレベルでの安定な性能検証。 

 b) 集積化検証機能の獲得： デバイス企業との連携を目指す。 

 c) 連携拡大： 材料メーカーとの連携で評価技術を取込み、材料メーカーにはエレク

トロニクス企業との共創場を提供する。MEMS/実装などで、他コア連携を探る。 

（３）拠点の体制作り 

  拠点運営には産総研中心の新組織体制と組織制度設計が必要。研究ビジネスモデル

策定、大型インフラ運営、つくば蓄積技術による研究支援を担う。 

（４）人材育成 

  研究と人材育成を有機的に統合し、研究プロジェクトに直接関与する仕組みの中で

学生や若手研究者の育成に取組む。 
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パワーエレクトロニクス 

１．目標と将来実現する社会像 
 我が国産業界におけるパワーエレクトロニクス全体の発展を念頭に SiC を用いた

半導体パワーデバイスを低損失化、高性能化することによる電力利用の大幅節減を実現

し、21 世紀世界が抱えるエネルギーと環境負荷低減に係わる世界的課題を解決。具体

的には以下の技術開発を行う。   
（１）大口径・高品質SiCバルク結晶成長、加工プロセス技術 
（２）新規SiC エピタキシャル膜成長技術  
（３）革新的SiC デバイス技術  
（４）次世代電力変換器技術  
（５）共通評価技術（ウェハ/デバイス評価技術とその汎用化技術 ）  
（６）基盤研究（欠陥物理・電子物性、デバイス物理、システムに関する基礎研究）    
 
２．研究開発拠点の構築戦略 
 SiC 関連分野についてはデバイス製造のよりどころである大口径・高品質・低コス

トウェハ安定供給、デバイスの大容量、高信頼化、高耐圧化、各種電力変換器の性能実

証/知財確保等の課題解決に向け、 大口径・高品質・安価なウェハ技術やインフラ用途

の高耐圧（3kV 以上）パワーデバイス技術（第二世代）、スマートグリッド社会にお

ける最先端研究（第三世代）を促進。最終的にSiCアライアンスと連携し、国際展開も

含めたSiC デバイスの社会普及を推進。 
①人・モノ・情報が集結し、相乗効果が発現するような拠点形成。  
②研究リソース負担についての合理的な仕組みづくり。  
③TIAパワーエレクトロニクス研究拠点において産学官が結集する新たな枠組み構築。  
④日本型研究拠点としてのTIAパワーエレクトロニクス研究拠点像の可視化。  
⑤プロジェクト間の技術交流の促進。  
 
３．人材戦略 
 インターンシップなどを導入し、全国の大学のハブとなることを目指すと共に若手研

究員の社会人博士、拠点で実践修行したポストドクを育成。将来的には企業からの支援

を元にパワエレに関する寄附講座を設置。  
 
４．グローバル戦略 
 知財戦略と国際標準化戦略とを連動させ、合理的な知財評価の仕組みを構築。 
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N-MEMS 
１．目標と将来実現する社会像 
（１）将来実現する社会像 
 既存の産業分野における部品の小型化･高機能化･省エネルギー化やバイオ分野での

部品の小型化により国家・社会的の課題と新しいライフスタイルの創出。   
（２）目標  
・エナージーハーベスティングデバイスや情報処理デバイス、メモリー、通信デバイス

を含む課題解決型のシステム開発と各種センサー群の高機能化・低価格化。 
・具体的目標は海外MEMS研究拠点に対抗する国際競争力の獲得とイノベーション創

出を支援するNMEMS拠点の構築。     
 
２．研究開発拠点の構築戦略 
（１）NMEMS拠点の構築  
・つくばR&Dプラットフォームの整備  
・NMEMS拠点活用の仕組み（MNOIC）の整備  
（２）今後のアクションプラン  
・産総研に導入した設備の活用  
・NMEMSアライアンスの発足  
・MNOICの設置  
・自主プロジェクトの企画・実施  
（３）国プロの推進と成果の刈込み・蓄積 
 BEANSプロジェクト、Gデバイス＠BEANSプロジェクト、最先端研究開発支援プロ

グラム「マイクロシステム融合研究開発」によって整備された最新設備、得られた成果、

育成された人材、を集積。 
（４）NMEMS拠点の構築に関する今後の課題  
・NMEMS拠点における活動を継続的に支えるための財政システムの確立  
・NMEMS拠点に関わる諸組織間の役割の明確化      
 
３．人材戦略 
・拡大する産業を支える人材育成：マイクロナノイノベータ人材育成プログラム  
・高度専門性人材の育成 、高度専門性人材の産業側への取り込み  
 
４．グローバル戦略 
 標準化におけるイニシアティブ、海外研究機関との連携、知財システムの構築。    
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ナノグリーン 
１．目標と将来実現する社会像 
（１）将来実現する社会像 
 低炭素社会実現のための革新的環境技術の創出に向けた、ナノテクノロジーを活用し

た材料技術のブレークスルー、およびそれに基づく革新的環境技術の創出とグローバル

な普及。 
（２）目標  
 参加メンバー間の信頼関係にもとづく正の循環と、そのための場の構築と運営。更に

材料技術のブレークスルーを通じて革新的環境技術を産学官連携で創出 。  
 
２．研究開発拠点の構築戦略 
（１）Back to the basic戦略  
・太陽電池、リチウム二次電池、超伝導線材、高効率熱電変換素子、超耐熱材料、光触

媒、燃料電池、グリーンケミストリーの競争前段階テーマをGeneric研究スコープとす

る。  
・研究テーマパッケージとしてはヘテロ界面におけるダイナミクス 、制御技術の高度

化、環境性能・省資源化・ユビキタス材料化、新たなエネルギー変換と新材料を想定。    
（２）オープンイノベーション戦略  
・場に所属している人材、場が保有している設備、知財、技術ノウハウ、研究テーマな

どの知的資産を、関係者が共有できるように統合・組織化。 
・技術コンサルティング 、特許の分かりやすい説明 、研究の進捗報告 、ファシリテ

ィの試験的無償利用、ワンストップサービスの提供など。   
（３）技術創出を加速させる1to1研究戦略  
・参加企業はオープン方式から、研究をクローズドにして行う方式に移行可能。 
・クローズド研究への参加企業のみがアクセス可能なワークスペースを確保。   
 
３．人材戦略  
・博士課程の学生をRA名目で雇用し、オンザジョブトレーニングの機会を提供 
 
４．グローバル戦略 
 新たな知的資産の創出の場として、海外から広く企業・人材を引きつけることを目指

す。この目標の基、海外企業・海外人材の参画を積極的に促進する。
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カーボンナノチューブ 
１．目標と将来実現する社会像 
 低炭素社会の実現に資する超軽量・高強度融合材料をはじめとする様々な産業応用を

可能にする単層CNTの高品質化・部材化を図り、未来の省エネルギー社会の実現を目

指した単層CNT産業創成のための基盤研究を行う。具体的な目標は以下の通り。 
・スーパーグロース法を用いたCNT形状制御技術とCNTキャパシタープロジェクトで

開発された連続合成技術を組み合わせ、スーパーグロース生産プラントを実用化。  
・単層CNTコストを従来クラシカルカーボンと同程度まで削減。 
・単層CNTを適用したパワー半導体の放熱板、ヒートパイプ、高性能熱交換器実用化。   
・導電性樹脂材料、導電ゴムの開発とそれを用いた電池部材等の工業製品の実用化。  
・RF－IDなどの印刷エレクトロニクスの実用化 。 
 
２．研究開発拠点の構築戦略 
（１）単層CNT実用化に向けた課題 
①用途に合わせて特性を最適化された単層CNT合成技術と工業的量産技術 
②単層CNTの特性を損なわない成形加工技術 
③安全性を確保するためのリスク評価法の確立 
④コスト競争力のある具体的な用途 
（２）低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト  
 産業技術総合研究所の有するスーパーグロース法及びeDIPS法を用いた世界最高の

単層CNT合成･分離･成形加工技術と民間企業の持つプラント開発技術、応用製品開発

技術を有機的に組織し、製品開発の基盤となる融合基盤技術を開発。 
（３）実証プラント技術開発 
 スーパーグロース合成法を基盤技術とし、純度、比表面積、直径、長さ、配向性等、

用途に最適化されたCNTを、1日数10ｇ単位で合成する技術を開発。  
 
３．人材戦略 
 基礎研究だけでなく、量産から融合、応用へ向けた開発まで関与・経験することで研

究者を育成し、それら研究者または社員による連携大学院での講義などを進める。 
 
４．グローバル戦略 
 単層CNTを融合させた新機能材料の市場投入加速化。CNT研究開発・ナノ安全評価

の研究組合拠点構築とCNTアライアンス（仮称）の組織化。  
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ナノ材料安全 
１．目標と将来実現する社会像 
 事業者が自社で取り扱う工業ナノ材料の安全性を簡易、迅速、安価に評価・管理でき

るための手法を開発し、将来的には、事業者による自主的取組と行政による法規制が補

完しあい、安全性を確保したうえでイノベーションを促進するような仕組みが構築され

ることが望ましい。   
 
２．研究開発拠点の構築戦略 
（１）自主的な作業環境基準濃度を設定  
 事業者が個々のナノ材料の作業環境基準濃度を設定するために必要なデータを導出

できる有害性評価フレームワークを確立し、基準濃度導出の方法を標準化する。また、

作業環境中濃度を簡易に計測・予測するための手法を開発する。  
（２）ライフサイクル安全管理の手法を構築  
 工業ナノ材料を含む製品のライフサイクルを想定し、その代表的なプロセスについて、

消費者や作業者、近隣住民の暴露の有無を判定し、ありそうな場合は暴露量を予測する

手順を確立。  
（３）国際機関や諸外国における標準化動向との整合性確保  
・国際的な動向についての情報を体系的・継続的に収集し、得られた知見をデータベー

スとして蓄積・公開することで、事業者や行政の意思決定を支援。 
・開発されたナノ材料とそれらの安全性評価結果をISOやOECDに提供。開発した自主

安全評価・管理技術が各種標準化やガイドライン作成過程に反映されることで、海外の

法規制との整合性を確保。 
 
３．人材戦略 
新規技術のイノベーションのためにリスク評価人材が不可欠であることを事業者等

に伝えることで、安全性評価に関わることができる人材を増やす。 
 

４．グローバル戦略 
 ナノ材料の安全性をめぐる国際的な取り組みを先取りできるよう、必要となる検討事

項をあらかじめリストアップし、それらに対して戦略的に対応。     
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3-3 知財戦略 

１）基本方針 

TIA-nano における研究開発は、科学技術と社会・経済との密接な関係を意識

し、プロジェクト初期の段階の政府による科学技術研究予算投資から、科学技

術の成果を産み出し、それを社会・経済にイノベーションとして普及させて、

資金循環をもたらし、結果的に公的資金や民間資金の再投資をもたらすという

「自立・好循環」を実現するのがコンセプトの一つである。 
このような「自立・好循環」を実現するために、TIA-nano の研究成果に係る

知的財産の取り扱いに関する３つの基本方針を定める。 

① オープン＆フレキシブル 
第一の方針は、オープンイノベーションの着実な推進とフレキシブルな知財

システムの両立である。 
 TIA-nano 自身は法人格を持たず、各研究コアを構成する技術研究組合、連携

研究体、独法研究機関、企業の複合で構成されている。それぞれの組織体に最

適な知財システムの形態は異なるため、各技術研究組合等の既存のルールから

スタートし、各研究コア、及び TIA-nano 全体としての最適解を検討する。 

②インテグレーション＆パッケージング 
近年、技術におけるシステムインテグレーション、テクノロジーコンバージ

ェンスが進み、一つの知財では産業化が困難となってきている。 
そのため TIA-nano の研究プログラムで産まれた知財について、その情報を蓄積

する仕組みづくり、個々の知財を組み合わせてパッケージ化してゆく等の仕組

みづくりが重要になっている。 
特に１）で示したオープン＆フレキシブルな考え方に矛盾せず、知財の情報

を蓄積、パッケージングしていけるシステムの構築を行う。 

③サステイナブル＆インセンティブ 
第三の方針は、サステイナブル（自立・好循環）の考え方と、TIA-nano に積

極的に参加したくなるインセンティブの構築である。 
研究・開発プログラムの立ち上げ初期は政府資金を投入して行うが、その後は

公的資金に頼ることなく、TIA-nano 参加企業からの資金提供等を受けて、ナノ

テクノロジー分野の世界最先端の研究拠点として維持・発展していけるよう、

システムの構築、積極的な参加を促すインセンティブの付与、制度設計を行う。 



 39

２）中期計画期間の目標 

上記の基本方針の実現に向けて、今後 5 年間の中期計画期間において、

TIA-nano における公的研究機関（産総研、物材機構、筑波大）の研究成果

に係る知的財産（以下、TIA 知財）に関し、以下①～⑤の仕組みを三機関の

間で構築することを目指す。 

 

① TIA 知財の情報を一元化する仕組み 

② 一元化した TIA 知財の情報を効果的に発信する仕組み 

③ TIA 知財に関する問い合わせ等の窓口の一元化（ワンストップ化）、及び

TIA 知財のライセンス活動等において三機関が連携する仕組み 

④ TIA の魅力向上に向けて TIA 知財をインテグレーションする仕組み 

⑤ TIA 知財を効果的に取り扱う仕組み（三機関の TIA 知財の取り扱いルー

ルの調和） 
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3-4 大学院連携戦略 
 これまで、ナノテク・ナノサイエンス分野は科学、技術、産業ともに世界を牽

引している日本の強みであった。しかし、半導体を代表としたナノエレ分野で

は、アメリカ、ヨーロッパ、東アジアに比べ、人材育成については、体系的な

取組が遅れている。今後もナノテクノロジーは、社会・産業のインフラ基盤と

して、持続的な成長を牽引するコア技術であり、国家戦略として集中投資すべ

き技術であることは間違いなく、我が国産業の国際競争力強化・新たな雇用創

成には、グローバルな活動ができる優秀なナノテク・ナノサイエンス人材の育

成が中長期な時間スケールで必要不可欠である。 
 世界の大規模産学官集中拠点（Albany（米国）：ニューヨーク州立大学 CNSE
校、MINATEC（フランス）： 国立グルノーブル工科大学、IMEC（ベルギー）：

州立ルーヴェン・カトリック大学、南洋工科大学（シンガポール）では、大学

院が拠点に参加して、次世代人材育成に力を入れており、オープンイノベーシ

ョン環境下での国際的な人材の争奪戦が繰り広げられている。 
 こうした状況の中、我が国の国際競争力を一層高めるためには、グローバル

化に対応できる「即戦力として活躍できる、視野の広い人材」の中長期的育成

が日本でも不可欠であり、密着型共鳴場（基礎と応用、異分野の研究集団が互

いの知識を暗黙知として共有し、協働している場、舞台）である「TIA-nano」
の最先端のインフラ、研究人材、知的資産を活かした実践的な研究と教育の一

体運営モデルの確立、産業化に強くつながる教育、研究モデルの確立をオール

ジャパン体制による TIA 連携大学院の構築により、着実に展開する。 
 
１）目標と将来育成する次世代人材像 
①専門性 

・独創力･･･産業の新成長につながる革新的技術と幅広い応用展開を実現でき

る人材 

・適応力･･･広い視野を有し、社会・産業界のニーズ・変化・多様性に柔軟に

対応できる人材 

②先導性 

・構想力･･･ビジョン・戦略を構築し、シナリオ・プランを具体化できる人材 

・行動力･･･自ら課題を発掘、解決し、チーム型プロジェクトを先導できる人

材 

③国際性 

・情報発信力･･･英語による意思伝達能力に長け、国際舞台で自己主張できる

人材 
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・異文化理解力･･･グローバルな理解力を備えた世界に通用する国際性豊かな

人材 
 
２）TIA 大学院連携の構築戦略 

TIA 大学院連携コンソーシアムを形成し、産学独（産業界・大学・独立行

政法人の略の連携による開かれた共同運営システムを構築し、以下のアクシ

ョンプランを着実に実施。 
① ナノテク・ナノサイエンスを基礎とする新原理究明と、その先端技術へ

の融合を実体験させるグローバルな 5 年一貫制カリキュラムの構築 
② ナノテクノロジー分野におけるオールジャパンの知的資源と優れた人

材を「つくば」に結集  
③ 各研究コアの産業界を含む、国内外の第一人者を中心としたトップスク

ール最先端講義の展開と発信 
④ 国際的に通用するカリキュラム群（海外研修・海外インターンシップ、

海外交換プログラム、英語による講義）の展開 
⑤ 「つくば」ならではの最先端インフラを活用した、ＯＪＴの展開（最先

端ナノエレ施設の共同利用、国内外企業の冠講座） 

⑥ 「世界的産学官連携研究センター（仮称）」及び「環境技術研究開発セ

ンター（仮称）」等を核とした「密着型共鳴場」の構築 

⑦ 「博士課程教育リーディングプログラム」を活用し、産業界も含めた連

携大学院のネットワークの基盤を形成 

⑧ 筑波大学 TIA 推進室を中心とし、その体制の充実、強化を図りつつ、上

記のアクションプランを含め、参画する産業界、他大学学生・教員のニ

ーズに応じた支援とワンストップサービスを展開 
 
３）各研究コアとの連携戦略 

 TIA 大学院連携は、「オナーズプログラム※１」を基盤として、その発展、

拡充を図り、Si ベースナノエレクトロニクス分野からスタートし、その体制

の強化、カリキュラムの充実等の基盤を着実に形成しつつ、「３-２研究コア

戦略」に掲げる各研究コアの人材戦略との連携を図り、大学院連携の体系的

なプログラムとして発展させる。 
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TIA 連携大学院のロードマップ 
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3-5 標準化戦略 

 TIA-nano の研究開発成果の優位性を保つためには、性能、安全性に係る評価

計測技術を確立し、なおかつ、それを国際標準化することが重要な戦略である。 
 すなわち、TIA-nano で開発された、優れた性能を有する素材やデバイスの価

値を客観的に評価する方法を確立し、性能の基準を設定することにより、優位

性を保ちつつ市場への導入を円滑に進めることができる。従って上記の観点か

らの評価手法の開発や標準化活動に積極的に取り組む。 
 特にナノテクノロジーで扱うナノ物質は、素材がどんなに優れていても、そ

の安全性が確保されなければ社会に受容されない。従って、上記の性能評価手

法の確立や基準設定のみならず、安全性に関する客観的なデータに基づく適切

な評価手法の確立や基準設定を、研究開発活動と一体として戦略的に取り組む

ことが必要となる。 
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第４章 経営 ～ Management 
～ マネジメント、評価、指標 PDCA ～ 

 
 本章では、TIA-nano の経営に関する組織構成と、中期計画に関する評価の考

え方について述べる。 
 

4-1  TIA-nano 運営体制 

　　　　運営最高会議
　　　議   長：岸　輝雄
　　　 構成員：野間口　有
　　　　　        潮田　資勝
　　　　　        山田　信博
　　　　　        中鉢　良治

         事務局
  事務局長：渡邉 政嘉
    筑波大学
    物質・材料研究機構
    産業技術総合研究所

            運営会議
       議長：中村 道治
 筑波大学
 物質・材料研究機構
 産業技術総合研究所
 その他　産業界・
 学会の代表数名

             顧問
西 義雄　スタンフォード大学教授
平山 誠　ニューヨーク州立大学教授

監事
高柳 英明 東京理科大学理事

オブザーバー
内閣府

文部科学省
経済産業省
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　　　  ＴＩＡ-nano 組織図

 
TIA-nano で、産総研、物材機構、筑波大学がオープンイノベーションハブを

構成する主要機関として場および研究者を提供、運営の中核を担う。 
 最高意思決定組織として、この中核３機関の長に産業界の代表と中立的な学

識経験者を加えた５名により構成される運営最高会議（議長：岸輝雄）を設置

し、重要事項の審議、方針決定を行う。 
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 運営最高会議の下に、TIA-nano に参加する産学官メンバを中心に運営会議を

設置し、TIA-nano の総合運営にあたる。運営会議には、8 つのワーキンググル

ープが設置され、各研究コア領域、インフラ等の実際の運営に当たるとともに、

各研究コアの研究戦略の検討や知財ポリシー、人材育成戦略の検討を行う。 
 TIA-nano 事務局は、中核３機関の TIA 推進部署が担い。経団連、関係諸官

庁と連携して、TIA-nano を支えている。 
 

4-2  評価 

１）評価の目的 

 TIA-nano の評価は、いわゆる減点法で進捗をチェックすることが目的ではな

い。中期計画の達成に向けたマイルストーンの設定、進捗の自己管理を通して、

あるいは状況等の変化や不測の事態に対処して、柔軟に中期計画を見直し、円

滑に TIA-nano を遂行することを目的とする。 
 

２）評価の対象 

TIA-nano が自ら行う評価対象は、TIA-nano の経営である。具体的には、

TIA-nano が目指す、オープンイノベーションを生み出すハブ機能を実現する経

営がなされているかである。 
 TIA-nano で実施される個々の研究開発の評価は、各研究プロジェクトや研究

実施機関の評価の枠組みで実施するものとし、本評価の対象としない。個々の

研究開発の評価結果は、必要に応じて、運営最高会議に報告されるものとする。 
 

３）評価の体制 

 TIA-nano が成功するかどうかは、TIA-nano が世の中から認められて活用す

るユーザーが増えるかどうかにかかっている。つまり、TIA-nano に参加する企

業等のユーザーがステークホルダーである。必ずしも公的機関評価で一般的に

行われる利害関係の無い有識者による外部評価が TIA-nano に適しているとは

言えない。TIA-nano では、ユーザーによるステークホルダー評価を行うことを

基本とし、TIA-nano の経営に参加企業、大学、機関等の声を適切に反映するこ

ととする。一方で、まだ参加していない潜在ユーザーの声に耳を傾けることも

重要であり、非ユーザーが評価に参加することを妨げるものではない。 
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４）評価の内容 

① マイルストーン評価 

 第３章で述べたアクションプランの進捗を確認する。単なる進捗評価にとど

まらず、そのアクションプラン自身が TIA-nano の目標を達成する上で、有効で

あるのかどうかの判断を含め、再検討するものとする。 
 

 

② 数値指標の評価 

 TIA-nano の成否が、ここを活用するユーザーの拡大にかかっているとするな

らば、TIA-nano 経営を判断する上で、以下の数値指標が有効と考えられる。数

値指標目標を示し、その達成状況を評価することとする。 
a) 総事業規模 
 中期計画 2010～2014 年度 5 年間で、累積 1000 億円以上の事業規模。 

b) 公的資金割合 
 自立的な資金循環が生まれ、事業規模が拡大してながら公的資金割合が

低下して行くことが望ましい。中期計画の最終 2014 年度に、総事業費に対

する公的資金割合を概ね 70～80％程度に下げる。（2010 年実績 95%） 
c) 拠点活用プロジェクト数 

 TIA 拠点活用プロジェクト（参考資料 A-3）数を、2014 年度に 30 以上。

（2010 年実績 13 プロジェクト） 

2010    2011    2012   2013    2014

マイルストーン

2010    2011    2012   2013    2014

マイルストーン
施策

○○○

○○○

○○○

○○○

（計画）

（実績）

リスク 分析 提案
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d) 連携企業数 
 中期計画 2010～2014 年度で、累積 300 社以上。（2010 年実績約 100 社） 

e) 外部研究者数 
 2014 年度に 1000 名以上。（2010 年度実績約 500 名） 

f) TIA 連携大学院学生数 
 中期計画 2010～2014 年度で、累計 500 名以上。そのうち、TIA 連携大

学院に在籍する学生数 200 名、TIA 連携大学院学位プログラムの一部（サ

マースクール、単位互換等）を活用する学生数 300 名。 
g) 経済効果 

 TIA-nano のもたらす経済効果の見積もり方法を含めて、数値指標として

設定可能かどうか検討する。 
h) 目標を定めないがモニターする数値指標 
 TIA-nano の国際化の指標として、外国人研究者数、海外企業連携数等。 

  TIA-nano の研究開発成果の指標として、論文発表数、特許数等。 
 

③ ステークホルダー評価（ユーザー評価） 

 TIA-nano 全体のユーザー評価は、運営会議を構成する主要なユーザー企業の

技術開発責任者や連携大学院参加大学の担当者に依頼する。 
 各研究コアのユーザー評価は、各研究コア WG を構成するユーザー企業の開

発担当者や各研究コアの研究開発リーダーに依頼する。 
 ユーザー評価にはアンケート等の統計的手法も有効であるが、ユーザー企業

の個別訪問や、TIA-nano で活動する外部研究者に対する聞き取りなどを通じて、

企業の意図や、研究開発現場の生の声を聞くことが重要と考える。 
 

５）評価を受けてのアクション 

 評価結果に基づき、評価時点までの TIA-nano 経営を再検証し、修正すべきで

あれば、速やかに新たなアクションプランを設定し実行に移す。また、状況等

の変化や不測の事態に対処して、柔軟に中期計画の見直しを行う。 
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TIA-nano 構成メンバーリスト 
 

つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点運営最高会議 

岸 輝雄（議長）国立大学法人東京大学 名誉教授 

山田 信博 国立大学法人筑波大学 学長 

潮田 資勝 独立行政法人物質・材料研究機構 理事長 

野間口 有 独立行政法人産業技術総合研究所 理事長 

中鉢 良治 社団法人日本経済団体連合会産業技術委員会共同委員長 

（オブザーバー） 

内閣府 

文部科学省 

経済産業省 

 

つくばナノテク拠点運営会議 

中村 道治（議長）社団法人日本経済団体連合会 産業技術委員会重点化 

   戦略部会長・株式会社日立製作所 取締役 

森本 浩一 国立学校法人筑波大学 副学長 

曽根 純一 独立行政法人物質・材料研究機構 理事 

金山 敏彦 独立行政法人産業技術総合研究所 理事 

荒川 公平 日本ゼオン株式会社 取締役常務執行役員 

岡田 久司 つくば市 副市長 

久間 和生 三菱電機株式会社 専務執行役 半導体・デバイス事業本部長 

國尾 武光 日本電気株式会社 取締役執行役員常務 

須藤 亮  株式会社東芝 執行役上席常務 研究開発センター所長 

高柳 英明 東京理科大学 理事・教授 

出口 雄吉 東レ株式会社 取締役研究本部長 

福地 伸  茨城県 企画部理事 兼 科学技術振興監 

保坂 重敏  東京エレクトロン株式会社 執行役員コーポレート開発本部長 

宮田 博司 トヨタ自動車株式会社 常務役員 

（オブザーバー） 

福間 雅夫 半導体産業研究所（SIRIJ）所長 

宮内 克己 次世代半導体材料技術研究組合（CASMAT）専務理事  

馬場 寿夫 内閣府 政策企画調査官 

坂本 修一  文部科学省 研究振興局 ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・材料開発推進室長 

福島 洋  経済産業省 産業技術環境局 研究開発課長 
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事務局 

事務局長  

渡邉 政嘉 産業技術総合研究所 つくばイノベーションアリーナ推進部 

部長 

事務局次長 

佐野 伸行 筑波大学 教授 

中村 和夫 物質・材料研究機構 つくばイノベーションアリーナ推進室 

室長 

 

事務局員 

荒井 直樹 物質・材料研究機構 つくばイノベーションアリーナ推進室 

小野 耕志 筑波大学 つくばイノベーションアリーナ推進室 

門平 卓也 物質・材料研究機構 つくばイノベーションアリーナ推進室 

坂本 邦博 産業技術総合研究所 つくばイノベーションアリーナ推進部 

関 芳明  産業技術総合研究所 つくばイノベーションアリーナ推進部 

中山 一彦 産業技術総合研究所 つくばイノベーションアリーナ推進部 

三浦 香織 筑波大学 つくばイノベーションアリーナ推進室 

渡辺 明男 物質・材料研究機構 つくばイノベーションアリーナ推進室 

渡邊 英一郎 物質・材料研究機構 つくばイノベーションアリーナ推進室 

 

経団連連絡調整 

吉村 隆  日本経済団体連合会 産業技術本部 

相部 礼子 日本経済団体連合会 産業技術本部 
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おわりに 
 TIA-nano は、日本の研究機関が集積するこのつくばの地で、日本の強みを最

大限に生かしたナノテクノロジー拠点を形成し、先端ものづくり国家としての

わが国の繁栄と世界的な課題解決に貢献できるかの挑戦である。 
つくばには、ナノテクノロジー研究開発に関連する様々な資源が集積してい

る。筑波大学、物質材料研究機構、産業技術研究所で従事する優秀な研究者、

教育者等の人材、スーパークリーンルームに代表される最先端の研究コアイン

フラ、長年の研究活動の成果として知的財産が蓄積している。これらの資源を

生かしながら、TIA-nano がオープンイノベーション活動を担うハブ拠点として

成功するためには組織を越えた連携活動が必要不可欠である。しかしながら、

それらはたやすいことではない。 
中期計画の策定プロセスでは、次のような問いが何度も繰り返されながら議

論が進められた。オープンイノベーション活動を担うハブ拠点として必要な機

能とはどのようなものか、組織を超えたガバナンスをどう構築するか、産業界

の技術者とつくば地域の研究者の人材の流動性を高めるか、海外に対しての扉

をどのように開けるのか、最先端のコアインフラをどのように維持運営するか、

組織を超えた連携活動から生まれた研究成果をどのように蓄積し共有化するか

等である。 
本中期計画の本質は、これら問いに対して具体的なアクションを起こすこと

を提案し、それらに対して TIA-nano を構成する各組織のコミットメントを得る

コンセンサス形成活動に他ならない。今後我々が取り組まなければならないこ

とは、このコンセンサスを得られた計画を関係者が力を合わせて着実に実現す

ることである。 
本中期計画の策定に当たっては、運営最高会議、運営会議および８つのＷＧ

等のメンバーおよび関係省庁等からのオブザーバーを含め、約２５０人の皆様

方のご協力得ながらとりまとめられた。最後になるが、ドラフト活動にご支援、

ご協力をいただいた各委員および WG 事務局をお引き受けいただいた関係技術

研究組合等の皆様方に対して TIA-nano 事務局を代表して関係各位に感謝の意

を示したい。 
２０１１年２月 
つくばイノベーションアリーナ 
ナノテクノロジー拠点運営最高会議 
事務局長 渡邉 政嘉 
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A-7 産学官連携における官の役割の詳細 
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A-0 TIA-nano のコアインフラ 

1）コア研究領域における施設 

 各コア研究領域に整備されてる先端研究開発施設、設備は以下の通り。 
 
ナノエレクトロニクス  
１．SCR（スーパークリーンルーム）および SCR 内半導体プロセス・評価装置 

hp45nm 対応 300mm 先端 CMOS 試作ライン。FEOL および BEOL 
100mm 先端デバイス試作ライン 
 

パワーエレクトロニクス  
２．SiC デバイス量産試作ライン 
３．SiC デバイス先端技術研究開発ライン 

 
N-MEMS  
４．4 インチ MEMS 試作ライン 
５．8 インチ MEMS、12 インチ実装集積化ライン（TKB812) 
６．MEMS 評価検査ライン 

 
カーボンナノチューブ 
７．スーパグロース CNT 量産実証プラント 
８．半導体／金属分離装置 

 
ナノグリーン 
９．化学分析のための装置群（X 線蛍光分析装置、ICP 分析装置） 
１０． 組織観察のための装置群（レーザ顕微鏡） 
１１． 高温中性子線回折用の装置群（日本原子力研究開発機構ビームラインに設置） 
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2）コアインフラにおける共用設備 

コアインフラにおける共用設備（代表的な装置）は以下の通り。 
  
AIST  
１２． NPF（ナノプロセシング施設） 

電子線描画装置、i 線露光装置、多目的エッチング装置 など 
１３． 電子顕微鏡施設 

各種顕微鏡試料調整装置、熱電界放射トモグラフィーTEM、FE-SEM など 
１４． ナノ計測施設 

原子スケール欠陥評価のための陽電子顕微鏡、キャリア寿命評価のための可視-近赤

外分光装置、軽元素ドーパント評価のための X 線吸収分光装置 など 
１５． MEMS 施設 

小型ナノインプリント装置、MEMS ステップアンドリピート装置 など 
１６． NMR 施設 

高分解能 NMR（800MHz）、高分解能 NMR（750MHz） など 
１７． 機能性酸化物グリーンナノ施設 

ナノ電子デバイス電特評価装置、薄膜Ｘ線回折装置 など 
 

NIMS 
１８． 強磁場共用ステーション 

世界で最も強磁場で運転している 930MHz-NMR 装置、大型ハイブリッドマグネ

ット（35T）、低温物性マグネット（20T） など 
１９． 超高圧電顕共用ステーション 

1000kV イオン注入その場観察超高圧電子顕微鏡、300kV 原子識別電子顕微鏡 な

ど 
２０． ナノテクノロジー融合支援センター 

ナノ集積ライン（電子線描画装置をはじめ各種リソグラフィー装置、シリコン深堀エッ

チングをはじめ各種エッチング装置など） 
ソフトマテリアルライン（全反射蛍光顕微鏡システム、共焦点レーザー走査蛍光顕

微鏡、液体クロマト質量分析機をはじめ各種生体材料分子分析・調整装置など） 
 

筑波大学 
１０．プロジェクト研究棟共用装置 

光電子分光装置、液中走査型プローブ顕微鏡、顕微ラマン分光測定装置 など 
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A-1 産学官の共同宣言 

つくばナノテクノロジー拠点形成の推進について 

平成21年6月17日 

つくばナノテクノロジー拠点運営最高会議 

国立大学法人筑波大学学長        山 田 信 博 

独立行政法人物質・材料研究機構理事長      岸  輝 雄 

独立行政法人産業技術総合研究所理事長      野 間 口 有 

社団法人日本経済団体連合会産業技術委員会共同委員長   中 鉢 良 治 

 

 我が国は、未曾有の厳しい経済環境に直面している。今後の持続的な経済・産 業の

発展を確実なものとするためには、これまで繁栄を支えてきた基幹産業 -エ レクトロ

ニクス産業、自動車産業など- の牽引力に期待するだけではなく、革新 的技術に根ざ

して世界を先導する新産業を興していくことに果敢に挑戦すること が不可欠である。 

 ナノテクノロジーは、電子、機械、材料、物理、化学、医学など今世紀を支え る中

核的学術の最先端において、ナノサイズをデザイン・創成・制御することで 新領域を

切り拓く学際・基盤的な科学技術である。同時にナノテクノロジーは、 環境、エネル

ギー、健康、安全など持続可能な経済社会を実現していく上で、計 り知れない可能性

を秘めた科学技術である。このナノテクノロジー分野において、 これまで日本は、科

学の牽引力においても、技術の創出力においても、また産業 の応用力においても、強

みを保持してきたことは特筆すべきことである。 

 2000年代以降、主要国において、国家レベルのナノテクノロジー戦略が強 力に展開

されている。多様な研究への幅広い投資、中核的拠点の形成と集中的投 資、そして、

多様な研究と中核拠点との効果的な連携といった取組が効果的に展 開されており、我

が国の政策展開も一層強化することが求められている。 

 世界経済の不透明性・不確実性が増す状況下で、産学官とも洞察力ある投資戦 略が

求められることに疑う余地はない。その中で、強みを磨き上げ成長の推進力 とするこ

とが戦略上重要であることも論を待たない。 

 つくばは、この四半世紀にわたるナショナル・リサーチパークとしての投資蓄 積の

結果、国内のみならず国際的に見ても、クリーンルーム、高度ナノ計測機な どのいわ

ゆるナノテク不可欠施設の資産蓄積については、世界最高水準にある。 

 我々、国立大学法人 筑波大学、独立行政法人 物質・材料研究機構、及び、独 立行

政法人 産業技術総合研究所は、つくばにおいて、研究・教育両面に亘る統合 的な戦略

とマネジメントの再構築と実行により、我が国及び人類社会の繁栄に貢 献できるナノ
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テクノロジー拠点 (” Tsukuba Innovation Arena [TIA] nano ”)の 形成を産業界と

ともに目指すことを、ここに確認する。 

 また、この拠点形成に向けて、下記の基本理念を共通認識とする。  

 

記 

 

一 共通基盤インフラでの実用実証により、世界的な新事業を創出することを 目指す。 

一 産学官それぞれが組織の壁を越えて結集・融合する「共創場」(”Under One Roof”)

を提供する。 

一 共通基盤インフラは、国際的に優位性のある利用価値を内外に提供する。  

一 国内外にネットワークを広げ、連携力を強化して、価値を創出する。  

一 教育(次世代人材育成)機能を産学官連携により充実する。 
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A-2 運営最高会議規約 

 

つくばイノベーションアリーナ 

ナノテクノロジー拠点運営最高会議規約 

 

平成 22 年 6 月 30 日 
（名称）  
第１条 本会は、つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点運営最高会議と

称する。  

（目的）  

第２条 本会は、平成 21 年６月 17 日に、国立大学法人筑波大学、独立行政法人物質・

材料研究機構、独立行政法人産業技術総合研究所及び社団法人日本経済団体連合会

（以下「４機関」という。）により確認された、つくばナノテクノロジー拠点形成の

推進に係る産学官の共同宣言を踏まえ、我が国がナノテクノロジーの分野で世界をリ

ードしていくため、世界水準の先端ナノテク研究設備・人材が集積するつくばにおい

て、研究・教育両面に亘る統合的な戦略とマネジメントの再構築と実行により、我が

国及び人類社会の繁栄に貢献できる、つくばナノテクノロジー拠点（ＴＩＡｎａｎｏ

（Tsukuba Innovation Arena – nano））の形成を、次に掲げる基本理念を共通認識と

して、産業界とともに目指すことを目的とする。 

一 共通基盤インフラでの実用実証により、世界的な新事業を創出することを目指す。  

二 産学官それぞれが組織の壁を越えて結集・融合する「共創場」（”Under One Roof”）

を提供する。  

三 共通基盤インフラは、国際的に優位性のある利用価値を内外に提供する。  

四 国内外にネットワークを広げ、連携力を強化して、価値を創出する。  

五 教育（次世代人材育成）機能を産学官連携により充実する。 

（活動）  

第３条 本会は、つくばナノテクノロジー拠点形成（以下「拠点形成」という。）に関

する事項についての検討及びそれらの審議を行うとともに、進捗状況を確認し、拠点

を形成することを目指す。 

（構成） 

第４条 本会は、４機関の長等及び学識経験者を構成員として、４機関の合意をもって

組織する。 

（議長） 

第５条 本会に、議長１名を置く。 

２ 議長は、本会の構成員の互選により選出する。 
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３ 議長は、本会を代表し、会務を総理する。 

４ 議長の任期は、２年とする。ただし、補欠の議長の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

５ 議長は、再任されることができる。 

（会議） 

第６条 本会は、拠点形成の進捗状況を踏まえつつ、必要に応じて議長が召集する。 

２ 議長は、必要があると認めるときは、会議の内容に関係のある者の出席を求め、そ

の意見若しくは説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（顧問） 

第７条 本会に、顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、議長が委嘱する。 

３ 顧問は、会務の遂行に関し議長の諮問に答え、又は本会に出席して意見を述べるこ

とができる。 

４ 顧問の任期は、２年とする。ただし、補欠の顧問の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

５ 顧問は、再任されることができる。 

（つくばナノテク拠点運営会議） 

第８条 本会に、つくばナノテク拠点運営会議（以下「運営会議」という。）を置く。 

２ 運営会議は、４機関及び有識者等から議長が任命した構成員をもって組織する。 

３ 運営会議は、拠点形成に係る運営を統括する。また、本会から付託された事項につ

いて検討し、企画立案及び全体調整を行う。 

４ 運営会議は、運営会議の代表として運営会議議長を置く。運営会議議長は、運営会

議の構成員の中から互選により選出する。運営会議議長は、運営会議の会務を総理し、

拠点形成に係る運営状況等について本会に報告する。また、本会から付託された事項

について提言を行う。 

５ 運営会議議長は、必要があると認めるときは、会議の内容に関係のある者の出席を

求め、その意見若しくは説明を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

６ 運営会議議長の任期は、２年とする。ただし、補欠の運営会議議長の任期は、前任

者の残任期間とする。 

７ 運営会議議長は、再任されることができる。 

８ 運営会議議長に事故があるときは、運営会議議長があらかじめ指名した運営会議の

構成員がその職務を代行する。 

（ワーキング・グループ） 

第９条 本会は、運営会議の下に、必要に応じてワーキング・グループを置くことがで

きる。 

２ ワーキング・グループは、拠点形成の主要な領域において、その枠組みに係る検討
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及び調整を行う。 

（定足数） 

第１０条 本会は、構成員の過半数の出席がなければ開会することができない。 

２ 構成員が都合により出席できない場合は、構成員があらかじめ指名した者を代理と

して出席させることができる。ただし、代理として出席した者は、議決に加わること

ができない。 

（議決） 

第１１条 本会の議決は、全会一致をもって決する。 

（書面表決等） 

第１２条 やむを得ない理由のため構成員が本会に出席できない場合、又は緊急に議決

の必要がある場合には、構成員は、あらかじめ通知された事項について、書面をもっ

て表決することができる。 

（事務局） 

第１３条 本会の事務を処理するため事務局を置く。 

２ 事務局は、４機関が協力して運営する。 

３ 事務局に、事務局長１名、事務局次長２名を置く。 

４ 事務局長及び事務局次長（以下「事務局長等」という。）は、議長が任命する。 

５ 事務局長等の任期は、２年とする。ただし、補欠の事務局長等の任期は、前任者の

残任期間とする。 

６ 事務局長等は、再任されることができる。 

（監事） 

第１４条 本会の会計を監査するため、監事１名を置く。 

２ 監事は、議長が委嘱する。 

３ 監事の任期は、２年とする。ただし、補欠の監事の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

４ 監事は、再任されることができる。 

（経費） 

第１５条 本会の活動に要する経費は、原則として４機関からの会費等をもって充てる。

会費等については別に定める内規による。 

（会計年度） 

第１６条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月 31 日に終わるものと

する。 

（会計監査） 

第１７条 本会の会計監査は、毎年１回行う。 

２ 監事は、会計監査の結果を本会に報告しなければならない。 

（業務委託） 
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第１８条 本会の事務局業務の一部については、外部機関に委託することができるもの

とする。 

（規約の改正） 

第１９条 議長は、本会の議決をもって、この規約を改正することができる。 

（補則） 

第２０条 本規約に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、議長が別に定

める。 

 

附則 

この規約は、平成 22 年 6 月 30 日から施行する。 

 

 

 

つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点運営最高会議規約 

第１５条会費等に関する内規 

 

制定 平成 22 年 6 月 30 日 

一部改正 平成 22 年 9 月 29 日 

 

内規 

 

つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点運営最高会議（以下「運営最高

会議」という。）の年会費については、原則として１機関 100 万円とする。ただし、運

営最高会議の活動及び各機関の諸事情等に鑑み、当該年会費の額及び納入方法等が適当

でないと判断される場合は、４機関の合意をもって、変更することができる。 

 

 

 

 



 60

A-3  TIA 主要事業と TIA 拠点活用プロジェクト 

 TIA-nano の組織は、TIA-nano 運営最高会議体としての規定を策定し、その

中で、活動の目的、拠点形成に関する活動、運営会議及び WG 等の設置を規定

するとともに、組織を超えた事務局体制を整備し、任意団体としてのガバナン

ス体制となっている。 
また、TIA-nano 構想は、関係省庁の支援による新成長戦略の主要プロジェク

トにも位置づけられている。TIA-nano を構成する主要機関では、コア領域もし

くはコアインフラに関連した予算措置を受け様々なプロジェクトが同時並行的

に進んでいる。 
これら行政サイドの財政的支援のもとに行われる国家プロジェクト等は、任

意団体としての TIA-nano が自ら実施するシンポジウムや広報事業とは異なり、

国と各組織又は各組織のインフラを活用して研究開発活動等を実施する技術研

究組合等の契約関係において実施されるものであり、その具体的なプロジェク

トの内容に関しては、各組織の長が運営最高会議の構成員であるため、間接的

には影響力を持つが、TIA-nano 運営最高会議が直接的に関与する関係にはない。 
 
TIA-nano ガバナンスの観点から、TIA-nano に関連した事業を以下のように

TIA 主要事業と TIA 拠点活用事業とに整理する。 
 
（１）TIA 主要事業 

TIA-nano が任意団体として実施する、「世界水準の先端ナノテクノロジー

研究設備・人材が集積するつくばにおいて、研究、教育両面に亘る統合的な

戦略とマネジメントの再構築と実行により、我が国及び人類社会の繁栄に貢

献できる、つくばナノテクノロジー拠点の形成」事業。 
 （例）・５つの基本理念を共通認識とした拠点の形成 

・組織を超えた国内連携・国際連携の推進 
・日本型拠点モデルの模索 
・拠点形成の中期計画策定 

 また、４機関が拠出した TIA 予算（300 万円/年）等によって実施するもの 
 （例）・主催するシンポジウム 

・イベントへの出展 
   ・ホームページの開設 等 
 
（２）TIA 拠点活用プロジェクト 
 TIA-nano 研究コア領域において主要インフラ等を活用し実施される事業
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又は広報事業であって、運営最高会議で TIA 拠点活用プロジェクトとして認

められたもの。 
 （例）・主要機関が外部から委託又は補助された事業であって、TIA-nano で実

施される、あるいはその TIA-nano の協力枠組みを活用するもの。 
・主要機関が自らの運営費交付金等で実施する事業又は他の主体の実施

する事業に協力するものであって、TIA-nano で実施されるもの。 
・TIA-nano において技術研究組合等が実施する研究開発活動等 
・その他、特に運営最高会議が認めたもの、 等 

 
  （＊）TIA 拠点活用プロジェクトとして認められた場合には以下を実施 
   ・運営最高会議等への活動報告 
   ・TIA ロゴマークの積極的使用 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
現在までの、TIA-nano に関連する事業は、以下のようになる。 

事務局
４機関等

により構成

事務局
４機関等

により構成

TIA – nano ガバナンス構造
（TIA主要事業とTIA拠点活用プロジェクトの関係）

・R&D（（技術研究組合、AIST,NIMS）
・インフラ整備（AIST、NIMS 等）

・教育プログラム（筑波大学）

※TIA-nano 主要機関長は、各組織代表と

して事業の一部を受託もしくは実施している
ものもある

＜TIA拠点活用プロジェクト＞

TIATIA--nanonano
運営最高会議運営最高会議

運営会議運営会議

WGWG
（総計 約130 名） 主要メンバーの

委員会活動への
参画

（活動報告）

協力・支援
（TIA-nanoとしての

後援名義の付与等）

＜TIA主要事業＞

・拠点形成に関する重要事項のコンセ
ンサス形成
（5ヵ年計画の策定、フォローアップ等）
・HPの作成

・シンポジウムの開催 等
※現時点においてTIA-nano 運営最高会議
は、R&D活動およびインフラ運営事業を直

接担ってはいない

オブザーバ参加

政府

内閣府
文部科学省、経済産業省

財政支援等



 62

（１）TIA 主要事業 
① 拠点の形成 

・TIA-nanoの会議体等、経営体制の構築 
・TIA-nanoの中期計画の策定 

② TIA-nanoの広報活動 
・TIA-nanoロゴマーク制定及びパンフレット・HPの作成 
・（日英）パンフレットの作成（2010 年 2 月） 
・ホームページの開設（2010年6月） 
・各種イベントでのTIA-nano広報活動 
・INC６でのポスター展示（2010 年 5 月 17 日～19 日） 
・産学官連携推進会議（京都会議）でのポスター展示（2010 年 6 月 4 日） 
・CEATEC でのポスター展示予定（2010 年 10 月 5 日） 
・産総研オープンラボでのポスター展示等予定（2010 年 10 月 15 日） 
・ナノテク展2011でポスター展示予定（2011年2月16日～18日） 

③ シンポジウムの開催 
・第1回TIA公開シンポジウム（2010年6月30日） 

 
（２）TIA拠点活用プロジェクト 

① 施設整備関係予算 

 （経済産業省） 

   平成２０年度補正予算 ５５億円   

平成２１年度第一次補正予算 ７６.７億円 

 （文部科学省） 

平成２１年度第一次補正予算 ５０億円 

 

② 共用施設関係予算 

（文部科学省） 

平成２１年度第二次補正予算 １４０億円の一部 

・低炭素社会構築に向けた研究基盤ネットワーク整備事業の一部 

平成２２年度予算 １３.３億円の一部 

・ナノテクノロジー・ネットワークの一部 

 

③ 研究開発関係予算 

（経済産業省） 

   平成２１年度第二次補正予算 ３３.１億円 

    ・省資源・高効率な生産工程を実現する高機能センサの開発・実証 
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   平成２２年度予算       

・低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト 

２０.５億円 

・低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト ２０億円 

・低炭素社会を実現する超軽量・高強度融合材料プロジェクト  

１５億円 

（文部科学省） 

   平成２１年度予算 １.９億円 

・ナノ材料科学環境拠点 

   平成２２年度予算 

・つくばナノエレクトロニクス産学独連携教育研究システム 

 １.３億円 

    ・ナノ材料科学環境拠点 ３.７億円 

 （内閣府） 

最先端研究開発支援プログラム（2009～2013年度）  

・グリーン・ナノエレクトロニクスのコア技術開発 

  ４５.８億円＋１.９５億円（加速・強化費） 

・フォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開発  

３９億円＋５.９５億円（加速・強化費） 

・省エネルギー・スピントロニクス論理集積回路の研究開発  

３２億円＋１.９５億円（加速・強化費） 

・低炭素社会創成へ向けた炭化珪素（SiC）革新パワーエレクトロニク

スの研究開発 ３４.８億円＋１.９５億円（加速・強化費） 

・マイクロシステム融合研究開発 

３０.９億円＋１.９５億円（加速・強化費）  

 (注)最先端支援プログラムについては、TIA nanoで実施されない部分

も含む。 

・最先端研究開発支援プログラムの公開活動（2010 年度）０.１６億円 
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A-4  TIA-nano 推進協議会（仮称） 

1. TIA-nano 推進協議会の目的 
  TIA-nano 中期計画の円滑な実施等を推進するため、TIA-nano 運営最高会

議および拠点を活用するユーザー産業界等との間の連携体制を構築し、相互の

コミュニケーションを円滑にし、必要な活動を推進することを目的とする。 
 
2. 主な活動内容 

TIA-nano 推進協議会では TIA-nano 中期計画のアクションプランのフォロー

アップ等に関する以下の事業活動を行う。（以下の事業活動は、TIA -nano 拠点

活用プロジェクトのひとつとして位置づける。） 
（１）コア研究領域を超えた技術の融合と、ナノテクノロジーに関する新研究

領域、新プロジェクトの提案 
（２）TIA-nano における研究成果の産業界による活用を推進 
（３）TIA-nano と産業界との技術シーズ・ニーズマッチング活動 
（４）ナノテクノロジーに関する産業人材等育成の推進 
（５）その他、本協議会の目的を達成するため参画機関が必要と認める活動 
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A-5 海外の動向 

１） 米国の動向 
 第 1 章に記載したように、世界的に競争力のある産学官連携研究拠点の構築が求めら

れているが、このような議論の原点には、2001 年度に米国クリントン政権下で、国家

ナノテクノロジーイニシアティブ（NNI: National Nanotechnology Initiative）が掲げ

られて以降、各国でナノテクノロジーに対する大規模な研究開発投資と拠点形成が行わ

れ、この分野で競争優位にあった以前の日本のポジションが徐々に脅かされつつあると

いう認識がある。 
 米国は NNI 発足時にナノテクノロジー分野での競争力評価を行ったが、日本が材料

研究および電子デバイス研究等で高い競争力を持っていると評価され、それに対して米

国はどのような戦略をとるかという議論がなされた。 
システム系の技術については米国に優位性があるが、その競争力の根幹となる材料・デ

バイス系の技術については、網羅的に組成を変えて実験を繰り返し、緻密に材料特性を

押さえて行く日本のアプローチにはかなわない。この材料・デバイス系技術の競争力を

確保しなければやがてシステム系技術においても競争力が失われるであろうという議

論であった。当時はその後スーパーコンピュータのランキングで 2 年半もの間世界トッ

プの座に君臨した「地球シミュレータ」が開発された時期でもあり、日本に対するナノ

テクノロジー分野での競争力強化は急務でもあった。 
日本に対する米国の戦略は、「緻密な実験の繰り返しによる材料研究では日本にはか

なわない。米国が競争力を得るためにはナノレベルでの現象を物理的に十分に把握し、

量子力学や分子論等の高度な学問的知識を駆使し、さらには大規模なコンピュータシミ

ュレーションを行って材料研究の手法そのものを大きく変えてゆくことだ」（米国競争

力委員会 COC: Council on Competitiveness ヒアリング）として、その後 NSF によ

る大学へのナノテクノロジー研究拠点形成  NNIN: National Nanotechnology 
Infrastructure Network が行われ、さらにニューヨーク州アルバニーにニューヨーク

州、ニューヨーク州立大学、SEMATEC: Semiconductor Manufacturing Technology、
IBM からなる大規模なナノテクノロジー研究開発拠点が設置された。この Albany の拠

点では研究開発投資金額が日本円で約 4000 億円以上にも及ぶ（うち約 1000 億円は公

的投資）、250 社以上の民間企業も参加する非常に大規模な拠点となっている。 
２） 欧州の動向 

一方欧州では、米国 NNI が発足した時期とほぼ同時期の 2001 年にフランス・グル

ノーブルで CEA-LETI（原子力庁電子情報研究所）、CNRS（仏国立科学研究センター）

の国立研究所、INPG（グルノーブル工科大学）、AEPI（イゼール地方政府投資局）が

中心となった MINATEC: Micro and Nanotechnology Center ～ 産学官ナノテクノロ

ジー研究センターが設立されている。MINATEC では中央政府の対仏投資庁、地方政
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府の投資局である AEPI の支援を受けて、2006 年度に産学官連携の象徴的な存在とな

るセンタービルディングを建設し、日本円で約 360 億円規模の研究予算で運営を行っ

ている。また半導体デバイス研究では MINATEC センター自身も最先端の 300mm ウ

ェハを使用したプロセスラインを持っているが、半導体では ST Microelectronics、米

国 Motorola（現在は Freescale Semiconductor）、Texas Instrument が連携して約 3000
億円を投資して大規模な 300mm 開発ラインを設置した。その他にもこのグルノーブル

周辺には 250 社以上の民間企業が集積し、一大研究開発クラスターを構築している。 
また半導体分野に限ればベルギーフランダース州とルーベン大学が 1984 年に設立し

た、IMEC: Interuniversity Microelectronics Center が、EU フレームワークプログラ

ムの将来ビジョンや基づいた研究開発プログラムや、産業界ニーズの分析により導出さ

れた研究開発プログラムを提示し、参加企業を募る形態のコンソーシアム型研究

（IIAP）と、メンバーに加わると IMEC の知財および IMEC と契約を行っている企業

との共同成果についても使用できる独特の知財モデルによって急激に参加企業数を増

大させ、現在では年間予算約 300 億円（うち公的資金は約 50 億円）、参加企業約 600
社の大型研究開発拠点となっている。 
３）  アジアの動向 

これら欧米の動向を受け、アジア各国においても特に中国、韓国、台湾等を中心に急

速にナノテクノロジー技術の推進と研究拠点の整備が進んでいる。アジアの中でナノテ

クノロジーに対する出資額が特に高い国（中国、韓国、台湾、シンガポール）ではナノ

テクノロジーは最優先分野と位置づけられ、新材料の商業化が急速に進んでいる。アジ

ア地域では現在、ナノテクノロジーに年間20億米ドル以上の資金が投入されているが、

そのうちの大部分が中国、韓国、台湾などといった上記主要国によるものである。 

 中国では中国国務院(State Council)が科学技術開発計画「National Medium- and 
Long-term Science and Technology Development Plan (2006–20)」の中で、ナノテク

ノロジーが優先性の高い重要な先端技術と位置づけられており、中央政府や地方自治体

を中心に International Nanotech Innovation Park という計画に資金が投入されてい

る。現在ではその中核研究所として中国科学院蘇州ナノテ ク研究所が設立され、計画

が順調に進められている。 

 韓国では、2001年に総額15億米ドルの10年間のプログラム「Korea Nanotechnology 
Initiative」が開始され、現在韓国はナノテクノロジー主要国と並ぶまでに成長してい

る。2008年には韓国科学技術省(Ministry of Science and Technology：MOST)によっ

て2020年までのナノテクノロジー・ロードマップが発表され、ナノ技術集積センター

(National Center for Nanomaterials Technology：NCNT)を中心にナノテクノロジー

の開発および商業化が促進されている。 

台湾では、国家科学委員会(National Science Council：NSC)が2002 年、「奈米国家

型科技計画（Taiwan National Science and Technology Program for Nanoscience and 
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Nanotechnology）」というプログラムが発表され、台湾工業技術研究院(Industrial 
Technology Research Institute)を中心にDRAM、MRAM、OUM、CMOS、有機エレ

クトロニクスなどといったナノエレクトロニクス技術の開発が進められている。 

 シンガポール共和国では、科学技術研究庁（The Agency for Science, Technology and 
Research：ASTAR）を中心に2001年から情報通信分野におけるアジアの一大拠点を目

指して情報テクノロジー・センター「フュージョンポリス」が官民共同の大規模な都市

開発の一環として建設されている。現在のphaseIでは情報通信関係（マルチメディア、

電子機器、ロボット等）の研究所を中心にすでに多くの大学、研究機関、民間企業が移

転し、様々な研究開発や産業プロジェクトが推進されている。 

 その他、タイでは、1991 年に科学技術開発法により設立された NSTDA(National 
Science and technology Development Agency)を中心に国家ナノテクノロジー戦略計

画 （ 2004-2013 ） を 推 進 す る べ く 、 バ ン コ ク 郊 外 に NANOTEC (National 
Nanotechnology Center)が設立され、優秀な人材が集められている。マレーシアでは

2002 年に Institute of Microengineering and Nanoelectronics（IMEN）が設立され、

通信、MEMS、マイクロエレクトロニクス、光学等の研究が進められている。 

 また近年ではアジア地域の中でアジアナノテクフォーラム（Asia Nano Forum：Ａ

ＮＦ）やアジア・ナノテク・キャンプ（Asia Nano Camp：ANC）など、ナノテクノロ

ジー技術推進に向けた連携活動も活発化している。 

 

A-6 アンダーワンルーフ（共創場、協創場）の考えの詳細 

 イノベーションモデルの大きな変化は、技術移転モデルから研究センターモデル（共

創場モデル）への転換である。 
 米国では従来、大学における研究開発成果や国立研究所における研究開発成果を、

TLO（Technology Licensing Organization）を介して企業に移転するというのが一般

的であった。しかし、独立採算で経営を維持できる TLO は全米数百ある大学において、

僅か 12 大学でしかなく、技術移転を前提とした研究開発成果の普及は、経営面からは

事実上破綻していたのが現状であった。最も技術移転が成功していると考えられていた

Stanford 大学においても、大学保有知財が経営にインパクトを与えた事例は、著名な

コーエン・ボイヤー特許他数件に過ぎず、TLO モデルは成立していなかったのである。 
 そこで Stanford 他、米国の大学、DOE の研究所群は、自組織内に研究センターを設

置し、産学官に対してオープンに「場」を提供する共創場モデルに軸足を転換した。こ

れは大学や公的研究機関の役割を単なる技術シーズの供給の場としてではなく、中立な

立場での「共創場」、プラットフォームの提供者としての役割、高いレベルのアカデミ

ックな知識の提供、基礎から応用・産業化までの幅広く複線的なシステムインテグレー

ションの実現を目指したものである。 
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 また、民間企業でも同様の流れが起きている。米 IBM では 1990 年代初頭までは IBM 
Watson 研究所を中心に基礎研究を行い、事業部に研究成果を移転するという典型的な

技術移転型モデルであり、また外部には情報を出さないクローズドなモデルであった。

しかしガースナーに CEO が変わった 1993 年頃から大きく変化し、オープンイノベー

ション型の研究スタイルを取り入れるのと同時に、共創場型の研究開発モデルも実践す

る形となった。日本との関連でも注目されたのは、2000 年代初頭より始まったソニー、

ソニーコンピューターエンターテインメント（SCE）、東芝、IBM による当時では最先

端だったマルチコアプロセッサ（CELL）の開発であり、ニューヨーク州イーストフィ

ッシュキルの SRDC（Semiconductor Research and Development Center）にソニー、

SCE、東芝の研究者・エンジニアが集結して研究開発が実施された。 
IBM はその後米国の動向の項でも著したように、ニューヨーク州のアルバニーの拠

点でもリーダーシップを執って共創場型の研究開発を行っている。 
 

A-7  産学官連携における官の役割の詳細 

 日本の研究開発の伝統的な特徴は公的研究機関の役割である。その役割の一つは、産

学官連携における「官」の役割としての公的研究機関の役割であり、一つは公的研究機

関の持つ知的資産の役割である。 
 産学官連携という言葉は、英語では Industry Academia Government Collaboration、
または Industry Academia Government Cooperation と訳される。この場合、海外で

は「Government」の役割は「政府」を意味することが多い。すなわち、「Government」
の役割は研究での直接的な関与を意味するのではなく、政策的な関与、制度面での関与

を指すことが多いのである。一方、日本における産学官連携の「官」の役割は「政府」

ではなく、「公的研究機関」による、研究での直接的な関与を意味することが多い。 
 戦後から 1980 年代頃まで日本の半導体研究やコンピュータ研究をリードしたのは、

旧通産省工業技術院に属する電子技術総合研究所であった。1990 年代以降、貿易上の

不公正に関わるとの問題で国の研究への直接的関与が問題となり、一時期各国で一様に

「官」役割を表面化ないような方向に進んだが、2000 年代以降は欧米を中心にイノベ

ーションへの官の積極的な関与へと大きな転換がなされている 
 日本においてはこの「官」の役割を公的研究機関に重心を置き、中立的な「共創場」

の提供を含めた、「産学官連携」の「核」、「オープンイノベーション」の「ハブ」とし

て TIA-nano モデルの一つとして考えるものである。 
 また、もう一つの官の役割は公的研究機関の知的資産の活用である。古くはカーボン

ファイバーの基本的な知財が蓄積されてそれが現在の航空機産業でのカーボン素材採

用のインパクトにつながったり、半導体の基本的な知財が日本の LSI 技術の発展に大

きく寄与したりしたことが知られている。これら公的研究機関の知的資産の活用も
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TIA-nano モデルの大きな特徴となる。 
 このような伝統的に強かった公的研究機関の役割をオープンイノベーションハブの

プラットフォームとして活用し、このプラットフォーム上に日本の強みを付加して展開

したのが、TIA-nano モデルである。 
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